
要旨（ポイント）
●海洋立国を支える人材の育成を図るため、海洋に関する教育資源や取組をまとめた海洋

教育情報プラットフォームを内閣府ホームページにて掲載している。現在、水族館など
の社会教育施設、研究機関、各種団体において様々な教育資源や取組が提供されている。

●海洋状況表示システム「海しる」において、海洋教育への活用のためのコンテンツの充
実が図られている。国民の理解増進を図るため、内閣府にて毎年、海洋レポート（年次
報告）を作成し、公表している。

●地域の大学や研究機関・博物館などによる魅力的なコンテンツの作成や提供が求められ
ている。

１．我が国の海洋政策 
　我が国は、四方を海に囲まれ、その面積が国土面積の約 12 倍に相当する世界有数の広
大な管轄海域を有しており、国土の保全と国民の安全を確保すべく海を守っていくこと、
経済社会の存立・成長の基盤として海を活かしていくこと、貴重な人類の存続基盤として
海を子孫に継承していくことなどが強く求められています。政府全体として総合的に調整
をしながら施策を進めていくため、平成 19 年７月に新たな海洋立国日本の実現を目指し
て、海洋に関する諸施策を総合的かつ計画的に推進することを目的として「海洋基本法」

（平成 19 年法律第 33 号）が制定されました。同法に基づき、内閣総理大臣を本部長とす
る総合海洋政策本部が設置され、内閣総理大臣が任命する有識者からなる参与会議が置か
れています。また、総合海洋政策本部の事務局機能を担う組織として、内閣府総合海洋政
策推進事務局（以下、「内閣府海洋事務局」と略す。）が設置されています。[ 内閣府海洋 , 
2018]

２．海洋基本計画における海洋教育の方向性
　平成 20 年３月に第１期海洋基本計画が閣議決定され、その後、５年ごとに海洋基本計
画が策定されてきました。また、海洋基本計画の個別施策の進捗状況を、毎年公表してい
ます。
　現在、第３期海洋基本計画（平成 30 年 5 月 15 日閣議決定）に基づき、海洋人材の育
成及び国民の理解の増進の取組が行われています。
　その中で、海洋政策の方向性に関し、その内容を端的なキャッチフレーズを用いて、以
下の５つの方向性が示されています。
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○「開かれ安定した海洋へ。守り抜く国と国民」
○「海を活かし、国を富ませる。豊かな海を子孫に引き継ぐ」
○「未知なる海に挑む。技術を高め、海を把握する」
○「先んじて、平和につなぐ。海の世界のものさしを作る」
○「海を身近に。海を支える人を育てる」
その５つ目が人材育成であり、具体的には、以下の方向性が示されています。
　海洋立国を支える多様な人材の育成及び確保に取り組むとともに、学校等における海
洋に関する教育を推進する。さらに、国民が海を身近に感じられるよう海に実際に触れ
合う機会を充実させるとともに、海洋に関する諸施策の内容と実施状況、海洋産業の重
要性、科学技術の意義、遺産や伝統・文化の魅力を含む情報発信を広報戦略的な視点を
もって拡大する。
　これらにより、海洋産業の基盤となる人材育成を図るとともに、国民の海洋について
の理解増進と関心を深め、海洋に関する施策の効果的な推進を万全にし、将来にわたり
海洋と人類の共生に大きく寄与する。
　現在、第３期海洋基本計画第２部「海洋に関する施策に関し、政府が総合的かつ計画的
に講ずべき施策」に掲載されている取組みを推進し、その進捗について、第３部に基づく
PDCA サイクルの活用により、施策の着実な進展が図られています。
　子どもや若者に対する海洋教育については、第３期海洋基本計画において、（a）関係
者の連携の一層の強化、(b)
学校現場で活用できる教材
の開発、教員がアクセスし
て使えるデータ利用・教材
作成の手引きの充実および
(c) 学校教育と水族館など
の社会教育施設、研究機関、
各種団体との有機的な連携
を促進しています。

３．海洋教育情報プラッ
トフォームの概要
　第３期海洋基本計画にお
ける海洋教育の方向性を踏
まえ、内閣府においては、
令和 2 年 4 月に、各施設
がもつ海洋に関する教育資
源や、海洋教育に関する

図 1. 海洋教育情報プラットフォーム トップページ
(https://www8.cao.go.jp/ocean/policies/education/education.html)



取組をまとめた「海洋教育情報プラットフォーム」（海洋教育 PF）
を立ち上げ、内閣府ホームページにて掲載し、以後充実を図って
きました（図 1 参照）。
　閲覧するには、QR コードを読むか、「内閣府　海洋教育」で検
索してください。
　内容については、各都道府県の水族館や博物館などの海洋関連
施設や、海洋教育に関する取組をまとめたものです。地域別、キー
ワード別（海と地球、海の生物、海洋文化、環境、水産、船、港など）での抽出が可能となっ
ています。また、内閣府ホームページの検索機能により、キーワード検索が可能です。な
お、内閣府海洋事務局の取組を検索する際には、” 海洋政策　検索ワード” を入力してく
ださい。間にスペースを入れることにより、両方のワードが含まれるページの検索（AND
検索）が可能です ( 図 2 参照 )。

　
　令和 3 年 8 月以降、学校教育において活用可能なオンライン教材を掲載しています。
また、海洋教育情報プラットフォームで取りまとめている施設などの情報を、マップ上に
表示できるように「海しる（海洋状況表示システム）」( 詳細は、下記５．参照 ) に掲載
しました。
　「海しる（海洋状況表示システム）」は、さまざまな海洋情報を集約し、地図上で重ね合
わせて表示できる情報サービスを提供しており、利用目的に合わせて、情報を選択し、マッ
プに表示することが可能です。各都道府県の水族館や博物館などの海洋関連施設を、マッ
プ上で確認することができます。

４．各施設の持つ教育資源の例についての紹介
　海洋教育情報プラットフォームに掲載されている各施設が持つ海洋に関する教育資源
や、海洋教育に関する取組について、いくつかの具体例をご紹介します。なお、これらは、
小生が、興味を持ったという理由で取り上げるものであり、今回、ご紹介しなかったもの
の中にも様々なすばらしい教育資源や取組がありますので、ぜひ、ご閲覧いただければと

図 2. 海洋教育情報プラットフォーム トップページからの検索方法

海洋教育 PF



思います。
　様々な施設で、教育資源を作り、活用できるように公開したり、イベントの企画をした
り、活発な活動が行われていることがわかります。

（１）蒲郡市生命の海科学館（蒲郡市）（検索ワードの例：生命の海）
　ホームページからリンク先の YouTube チャンネルに行くと、山中敦子館長が登場す
る動画が多数掲載されています。キッチンからカンブリア紀の生き物を考えるような子
ども向けのわかりやすい動画や専門家の学術的な話を対話形式で紹介する動画など、さ
まざまな動画を YouTube に掲載しています。小生が面白かった話は、吉田英一名古屋
大学博物館長の講演した「球状コンクリーションの不思議」です。高校生や大人向けの
ものです。コンクリートで作った巨大な球体のような、まんまるい石や岩が、海の底で
作られる「コンクリーション」という現象があること、その中心にはクジラの骨やカニ
などがあること、火星でも「コンクリーション」が見つかったことなど、自然界でそん
なことが起きているのかという驚きがありました。そして、どのくらいの時間で作られ
るのかを解明していく研究の話に、科学のちからを感じ、興味深かったです。また、解
明したメカニズムの工学的な応用として、長期間の CO2 地下貯留などに有用なシーリ
ング材の技術開発を民間企業と進めているとのことでした。海を探求することの面白さ
を感じてほしいです。３D ビューでの館内見学も可能となっています。

（２）京都大学白浜水族館（検索ワードの例：京都大学）
　和歌山県の白浜周辺の海岸で観察することができる動物・海藻・植物を掲載したガイ
ドブック（白浜の海岸生物観察ガイド）が大変充実しています。約 400 種の生物が紹
介されており、これが無料でダウンロードできるの？！と驚きました。本屋で売ってい
る図鑑と変わらない充実度です。知識がなければ、いろいろな生き物がいるなという印
象で終わってしまう身近な海岸に、実は、これほど多くの種類の生き物が生息していて、
多様であるということに驚きました。海で見つけた生き物の種類を特定するのは、科学
的な視点で、海の姿をとらえる第一歩です。また、海岸観察を安全に行うための注意点
の解説や、危険な種がすぐ分かるマークが付いており、安全のための知識が身につくよ
うになっています。

（３）日本科学未来館（検索ワードの例：未来館）
　教育関係者向けの情報発信があり、今年度から高等学校で導入されている探究活動に
ついてのマニュアル（“未来” を見据えた探究学習）が参考になりました。また、海の
現在の姿から、将来の地球環境の予測など、地球模型に表示されるさまざまな情報を見
ることができます。



（４）熊本県環境センター（検索ワードの例：熊本県）
　VR 展示があり、360 度の３D ビューでの見学ができます。建物の中を歩き、展示物
を見るという行為が、ホームページ上でリアルに体験できます。建物の外観を立体的に
どの方向からも眺めることができます。すぐに行けなくても、自宅で学べるという環境
が身近になった科学技術の進歩に驚きます。

（５）日本船主協会キッズコーナー、内航海運キッズページ「ふれんどシップ」
（検索ワードの例：船主協会、内航海運）

・日本船主協会キッズコーナー（一般社団法人日本船主協会）
・内航海運キッズページ「ふれんどシップ」（日本内航海運組合総連合会）
　小学生が船や海運を楽しみながら学べるコンテンツが充実しています。
　日本船主協会キッズコーナーでは、用途に応じたいろいろな船や煙突のマーク（ファ
ンネルマーク）の紹介、また、「船長が教えてくれる” あんなコト、こんなコト”」では
短い動画で船や船員について、わかりやすく説明されています。他にも、ペーパークラ
フトやブロック製作の紹介（船主協会キッズコーナー「船を身近に！」の日本郵船（株）
のページ）もあり、船への興味が沸くさまざまなコンテンツがあります。
　内航海運キッズページ「ふれんどシップ」では、内航海運や内航船の魅力を小さい子
どもが遊びながら学べるようになっています。

（6）水辺の安全学習アプリ（Ｂ＆Ｇ財団（公益財団法人ブルーシー・アンド・グリーン
ランド財団））（検索ワードの例：安全学習）

　子供が水難事故にあわないよう、学校の授業などで楽しみながら水辺の安全確保に必
要な知識を学ぶ教材です。

（7）ウォーターセーフティガイド（海上保安庁）（検索ワードの例：セーフティ）
　ウォーターアクティビティを誰もが安全に安心して楽しめるように、事故防止のため
の情報（ウォーターセーフティガイド）を発信しているサイトです。

（8）北海道大学 LASBOS（検索ワードの例：北海道大学）
　水産・海洋環境、SDGs などのさまざまなコンテンツが充実しています。

５．海洋状況表示システム「海しる」の海洋教育への活用
　海洋状況表示システム「海しる」は、海のデータに関する関係
省庁などの情報交換・共有システムです。内閣府海洋事務局と海
上保安庁では、この「海しる」を海のデータ連携のハブとして活
用することをはじめ海のデータ連携を強化することで、業際を越

海しる



えたデータの迅速かつ円滑な連携を可能とし、各分野の成長産業化や新たな産業の創出を
推進しています [ 吉田 , 2022]。
　本年９月に海洋教育コンテンツが「海しる」サイト内に掲載されました。教育現場のニー
ズなどを踏まえ、小中学生などが海洋について学ぶ際に「海しる」を活用することでイン
タラクティブに学習できるよう、本コンテンツは必要な内容に簡単にアクセスできる内容、
構成となっています。「海しる」トップページから海洋教育コンテンツにアクセスすると、
理科における天気、災害、環境や、社会における地形、産業など、学びたい教科・単元毎
に関連した学習テーマを選択できるメニュー画面があります。学習テーマを選択すると、
海しるに掲載されている多くの情報から、そのテーマに関連した情報項目のみが選択され
た海しるマップの解説画面に移り、そこから、同様に関連情報のみ選択済の「海しる」マッ
プにアクセスできる構成になっています。下図のようにご自身がお住いの地域を拡大した
り、他に関心のある情報項目を自由に重ねてみたりと、実際に「海しる」を操作し、楽し
く学んでもらうことで、海洋教育の現場を支援することが期待されます。



６．海洋レポートの作成・公表
　内閣府海洋事務局では、海洋に関する国民の理解の増進のため、
毎年、海の日に合わせて「海洋レポート」を作成し、海洋の状況
および海洋に関して講じた施策について公表しています。
　本年７月に令和４年版「海洋レポート」を公表しました。第１
部では令和３年度の海洋をめぐる主な出来事を網羅した年表を、
第２部では注目すべき海洋に関するトピックスを紹介し、第３部
には各府省庁などが行っている各施策の実施状況を記載してい
ます。
　閲覧するには、QR コードを読むか、「令和４年版　海洋レポー
ト」で検索してください。
　（https://www8.cao.go.jp/ocean/info/annual/r4_annual/

r4_annual.html）

７．最近の海洋教育の方向性に関する議論
　令和３年度に総合海洋政策本部参与会議において議論され、とりまとめられた「総合海
洋政策本部参与会議意見書」が、令和４年７月 20 日、総合海洋政策本部参与会議の田中
明彦座長から、総合海洋政策本部長の岸田文雄内閣総理大臣に対し、手交されました。  [ 首
相官邸 , 2022]
　子どもや若者に対する海洋教育については、「近年、小・中学校および高等学校のいず
れの学習指導要領においても海洋に関する内容が充実したことを踏まえ、各地域の実情を
踏まえた形で、地域の大学や研究機関・博物館などによる魅力的なコンテンツの作成、初
等中等教育段階でも活用可能な魅力的なコンテンツの提供に努めていくことが求められ
る。」と記載されています。
　その他、人材育成について、日本人海技者の育成、産業構造の転換やデジタルトランス
フォーメーション（DX）のニーズへ対応した多様な人材の育成、
異業種間の交流・ネットワーク構築、国際基準策定に関わること
のできる人材などの育成・確保などの必要性が指摘されています。
また、STEAM 教育への貢献を念頭に様々な取組の検討が期待さ
れると記載されました。
　また、令和５年度は、海洋基本計画が改定される時期となって
おります。次期の５年間に充実した取組が進められるよう、皆様
のご支援をいただければ幸いです。

令和４年版
海洋レポート

R4 意見書
総理手交



８．最後に
　海洋教育において、各地域の施設や企業、研究機関、民間団体に重要な役割を担ってい
ただいているところです。海について学ぶには、現場や本物に触れる体験に代わるものは
ないと思いますが、ここ数年は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、社会科見
学での水族館や海洋産業の見学などが実施できなかったという話を聞いています。日本財
団の 2022 年の意識調査によると、2019 年の調査時と比べて、海について学ぶ機会が減
り、海への関心も低下しているという結果になっています [ 日本財団 , 2022]。また体験
学習の計画・実施に向けて、今もなお、様々な苦労があり、試行錯誤をしながら取り組ま
れていると想像しています。現場の苦労に頭が下がる思いです。これまで培ってきた取組
が、今後、戻ることを願っています。また、最近の海洋教育の方向性に関する議論も参考
にした取組の展開に期待を寄せ、海への想いを一つに、皆様とともに海洋における人材の
育成について推進していきたいと思います。
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https://www.nippon-foundation.or.jp/who/news/pr/2022/20220715-75024.html



◆１．学習指導要領の目的と意義
　全国には国・公・私立の多くの学校が存在するが、全国的に一定の教育水準を確保し、
全国どこの学校においても同水準の教育を受けることのできる機会を保障するため、学校
教育法に基づき、文部科学省が定めた教育課程の基準を「学習指導要領」という。学習指
導要領は、小・中・高等学校の各学校段階別に文部科学大臣が告示という形式で定めてお
り、各学校では、この学習指導要領に基づいて教育課程（学校の教育目標、指導内容や時
間割）を編成することになる。一方、教育は、児童生徒の心身の発達の段階や特性および
地域や学校の実態に応じて効果的に行われることが大切であり、各学校において教育活動
を効果的に展開するためには、学校や教師の創意工夫に負うところが大きい。
　このような観点から、教育課程の編成に際しては、学習指導要領に示している内容は、全
ての児童生徒に対して確実に指導しなければならないものであると同時に、児童生徒の学習
状況などその実態などに応じて必要がある場合には、各学校の判断により、学習指導要領に
示していない内容を加えて指導することも可能である。また、各教科等の指導の順序につい
て適切な工夫を行うことや、教科等の特質に応じ複数学年まとめて示された内容について
児童生徒等の実態に応じた指導を行うこと、授業の１単位時間の設定や時間割の編成を弾力
的に行うことなど、学校や教職員の創意工夫が重視されているところである。　

◆２．学習指導要領の改訂の状況
　学校は、社会と切り離された存在ではなく、
社会の中に存在するものである。学習指導要
領および学習指導要領の記述の意味や解釈な
どの詳細について説明した解説は、時代の変
化や子供たちの状況、社会の要請などを踏ま
え、これまでおおよそ１０年ごとに改訂してき
た。改訂は、中央教育審議会教育課程部会に
おける有識者などによる議論（文部科学大臣
からの諮問に対する答申）や、一般の方からの
意見募集といった手続きを経て行われている。
　直近の改訂は、平成 29、30 年に行われてお
り、令和 2 年度から小学校、令和 3 年度から
中学校、令和 4 年度から年次進行で高等学校

特　集　

小・中学校における海洋に関する教育の現状

文部科学省　初等中等教育局教育課程課　教育課程総括係長　齊藤 紫乃

図：学習指導要領ができるまで（文部科学省 HP より
https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/new-cs/
idea/index.htm）



において、それぞれ改訂された学習指導要領の実施が始まっているところである。
　今回の改訂にあたり、平成28年12月の中央教育審議会答申（以下、「答申」という。）では、
予測困難な社会の変化に主体的に関わり、感性を豊かに働かせながら、どのような未来を
創っていくのか、どのように社会や人生をよりよいものにしていくのかという目的を自ら
考え、自らの可能性を発揮し、よりよい社会と幸福な人生の創り手となる力を身に付けら
れるようにすることが重要であること、こうした力は全く新しい力ということではなく学
校教育が長年その育成を目指してきた「生きる力」であることを改めて捉え直し、学校教
育がしっかりとその強みを発揮できるようにしていくことが必要とされた。また、汎用的
な能力の育成を重視する世界的な潮流を踏まえつつ、知識および技能と思考力、判断力、
表現力などをバランスよく育成してきた我が国の学校教育の蓄積を生かしていくことが重
要とされた。
　このため「生きる力」をより具体化し、教育課程全体を通して育成を目指す資質・能力を、
・「何を理解しているか、何ができるか（生きて働く「知識・技能」の習得）」
・「理解していること・できることをどう使うか（未知の状況にも対応できる「思考力・

判断力・表現力等」の育成）」
・「どのように社会・世界と関わり、よりよい人生を送るか（学びを人生や社会に生かそ

うとする「学びに向かう力・人間性等」の涵養）」
の三つの柱に整理するとともに、各教科等の目標や内容についても、この三つの柱に基づ
く再整理を図るよう提言がなされた。
　そこで今回の改訂では、全ての教科等の目標および内容を
「知識及び技能」
「思考力、判断力、表現力等」
「学びに向かう力、人間性等」
の三つの柱で再整理している。
　また、児童生徒が、学習した内容を人生や社会の在り方と結び付けて深く理解し、これ
からの時代に求められる資質・能力を身につけ、生涯にわたって能動的に学び続けること
ができるようにするため、主体的・対話的で深い学び（アクティブ・ラーニング）の視点
から「何を学ぶか」だけでなく「どのように学ぶか」も重視して授業改善を進めることが
求められており、学習指導要領の総則において、授業改善を進める際の指導上の配慮事項
を示したところである。
　なお、答申では、「社会に開かれた教育課程」の実現を目指すこととし、よりよい学校
教育を通じてよりよい社会を創る、という目標を学校と社会が共有し、連携・協働しなが
ら新しい時代に求められる資質・能力を子供たちに育んでいくことを求めている。加えて、
各学校においては、児童生徒や学校、地域の実態を適切に把握し、教育の目的や目標の実
現に必要な教育の内容などを教科等横断的な視点で組み立てていくこと、教育課程の実施
状況を評価してその改善を図っていくこと、教育課程の実施に必要な人的または物的な体



制を確保するとともにその改善を図っていくことなどを通して、教育課程に基づき組織的
かつ計画的に各学校の教育活動の質の向上を図っていくこと（カリキュラム・マネジメン
ト）に努めることが求められている。　

◆３．小・中学校における海洋に関する教育
　今回の改訂では、言語能力、情報活用能力、問題発見・解決能力等の学習の基盤となる資質・
能力や、豊かな人生の実現や災害等を乗り越えて次代の社会を形成することに向けた現代
的な諸課題に対応して求められる資質・能力を、それぞれの教科等の役割を明確にしながら、
教科等横断的な視点で育んでいくことができるようにすることを示している。ここで示され
ている「現代的な諸課題」としては、例えば、伝統や文化に関すること、主権者に関するこ
と、消費者に関することなど様々あるが、海洋に関することもその一つであるといえる。
　学校教育では、海洋に関する学習について、学習指導要領に基づき、児童生徒の発達段
階に応じて、主に社会科や理科において行われているところである。以下、いくつか具体的
に紹介する。
　例えば、小学校５年生の社会科では、我が国の国土の様子に関する学習において、ユー
ラシア大陸などの世界の６大陸および太平洋、大西洋、インド洋の三海洋の名称と位置や

図：学習指導要領改訂の考え方（文部科学省 HP より https://www.mext.go.jp/content/1421692_6.pdf）



広がりについて調べたり、各大陸における主な国の位置を調べたり、北海道、本州、四国、
九州、沖縄島、北方領土などの主な島やその周囲の海洋、大多数の島々から成る我が国の
国土の構成や弧状になっている国土の様子について調べたりしたことを手掛かりに、我が国
の国土の様子を捉えることができるように指導が行われている。また、我が国の農業や水
産業における食料生産に関する学習において、輸送に着目し、貨物船やカーフェリーなどに
よる海上輸送などを使って鮮度を保ちながら生産物を国内外の消費地へ届ける工夫につい
て調べたりするなどして、食料生産に関わる人々の工夫や努力について捉えることができる
よう指導が行われている。なお、海洋や輸送に関する内容については、学習指導要領にお
ける記載の充実を図ったところ。　
　さらに、中学校社会科では、日本の地域的特色について学習する際に、交通・通信を取
り上げ、分布図を作成するなどしながら、国内や日本と世界との交通・通信網の整備状況、
これを活用した陸上、海上輸送などの物流や人の往来などを基に、国内各地の時間的な距
離が短縮されていることや、物資の国際間の移動が活発であることから世界各地と強く結
びついていることなど、国内各地の結び付きや日本と世界との結び付きを理解できるよう
指導が行われている。
　また中学校理科で、日本の気象を学習する際に、気象衛星画像や調査記録などから、日
本の天気に影響を与える気団の性質や季節風の発生、日本海側の多雪などの特徴的な気象
に海洋が関わっていることを理解できるように指導が行われている。
　これらの教科の学習について、各学校において目標や内容を定めて実施する総合的な学
習の時間や学校行事などの特別活動とも関連付けて、教科等の枠を超えた横断的・総合的
な学習が行われるようにすることで、児童生徒が各教科等で身につけた力を総合的に活用
できるようにすることが重要である。この点、現代的な諸課題に対応して求められる資質・
能力について、具体的に教科等横断的に教育内容を構成する例として、小学校および中学
校学習指導要領解説総則編に付録６「現代的な諸課題に関する教科等横断的な教育内容に
ついての参考資料」を示しているので、学校における教育の理解にあたっては、参考とし
て活用されたい。
　ここまで、学習指導要領における海洋に関する教育について述べてきたが、加えて、学
ぶ環境についていえば、現在の一人一台端末の実現によりその環境は大きく変わろうとし
ている。例えば、GIS（地理情報システム）を活用することで、分布図の作成や比較が容
易になったり、共同編集が可能な学習支援ソフトの活用でグループワークにおける意見集
約や協議の記録が容易になったり、WEB 会議システムを活用することで、オンライン上
での他校や地域の人々と協働した学びが可能になったりするなど、ICT を効果的に活用す
ることで、アクティブ・ラーニングが推進され、児童生徒の学びがさらに深まっていくこ
とが期待される。
　「社会に開かれた教育課程」の実現のため、今後とも、地域の方々や海洋関係者の皆様
のご理解とご協力を賜れるとありがたい。



はじめに
　四面を海に囲まれた我が国の経済活動や国民生活にとって、資源・エネルギーなどの安
定輸送確保などの観点から、海は極めて重要な役割を果たしています。しかしながら国民
が海に親しむ機会や海に関して学ぶ機会は決して多いとはいえず、海の重要性が広く国民
に認識されるに至っていません。
　2017 年に公益財団法人日本財団が、国民の海に対する興味関心や意識を調査した「海
と日本」に関する意識調査の結果によると、「海に親しみを感じる」と答えた人の割合は
60 代の 41.0％に比べ 10 代では 27.5％と年齢が若くなるにつれて低くなっており、10
代の 42.5％の人が「海に親しみを感じない」と回答しています。また「海は日本人の教
育にとって、大切な存在である」と答えた人の割合は 60 代の 53.8％に比べ 10 代では
33.0％と大きく下回っており、10代の26.4％（約４人に１人）が「海は日本人の教育にとっ
て大切な存在ではない」と回答しているなど「若者の海離れ」が進んでいます。

　一方海運業、造船・舶用工業などの海事産業においては、労働力の高齢化の進行が顕著
であり、特殊な技術や技能を有する次世代を担う若い人材の確保が喫緊の課題となってい
ます。
　我が国では、外航海運は輸出入貨物の約 99.5%、内航海運は国内貨物の約４割を担う
とともに、国内海上輸送は年間約９千万人が利用しており海運業は我が国の経済・国民生
活に大きな役割を果たしています。また、造船業は海上輸送に利用する船舶を安定的に供
給しており、裾野の広い労働集約型産業として地域の経済・雇用にも貢献している重要な
産業です。

特　集　

海洋に関する国民の理解の増進と海洋教育の推進

国土交通省　海事局　総務課　海洋教育・海事振興企画室

【「海と日本」に関する意識調査（2017 年）】実施：日本財団
調査期間：2017 年 4 月 28 日～ 5 月 19 日　有効回答数 11,600 サンプル（男性：5,609、女性：5,991）



　このように、我が国では海運業や造船業などの海事産業を通じて日本全体の社会経済基
盤の構築と国民生活の安定を図っていることから、これらの海事産業の維持・発展のため、
未来を担う子供や若者を中心とした国民各層の海に対する興味や関心を高めることが必要
です。
　2007 年７月に施行された海洋基本法において、国は海洋について国民の理解や関心を
深めるために必要な措置を講ずることが明記されており、海洋基本法を受けた第 3 期海
洋基本計画（2018 年５月閣議決定）においても、海洋に関する施策に関し、政府が総合
的かつ計画的に講ずべき施策に「子どもや若者に対する海洋に関する教育の推進」、「海洋
に関する国民の理解の増進」が掲げられており、次世代を担う子どもや若者に海洋教育の
実施、国民の海洋に関する理解の増進を推進することとされています。
　これを踏まえ国土交通省では、海事産業における次世代の人材確保・育成のための次の
ような様々な取組みを行っています。

海事振興
（１）海洋立国推進功労者表彰
　2007 年に施行された海洋基本法に基づき科学技術、水産、海事、環境など海洋に関す
る幅広い分野における普及啓発、学術・研究、産業振興などにおいて顕著な功績を上げら
れた個人または団体を表彰し、その功績を讃え、広く世に紹介することにより、国民の海
洋に対する理解を深めていただく契機とするため、2008 年より国土交通省をはじめとす
る関係５省庁（文科・農水・経産・国交・環境）が内閣府総合海洋政策推進事務局の協力
を得て、「海洋立国推進功労者表彰」（内閣総理大臣表彰）を創設し、毎年海の日の前後に
表彰式を実施しています。
　第 14 回となる 2021 年は、５人１団体が受賞されました。（新型コロナウイル感染防
止のため表彰式は中止し、個別に表彰を実施。）
　第 14 回の受賞者の方々は次のとおりです。（敬称略）
○海部　陽介（東京大学）
○三村　信男（茨城大学）
○白石　康次郎
○來生　新（横浜国立大学・放送大学）
○日比谷　紀之（東京大学大学院）
○横浜市漁業協同組合

（２）「海の日」を中心とした取組み
　国土交通省では、海の恩恵に感謝する国民の祝日「海の日」の趣旨を広く国民に理解し
てもらうため、様々な行事を通じて「海の日」の意義を広く国民に定着させるための活動
を進めています。



　国土交通省では、総合海洋政策本部、日本財団と連携し、海洋について国民、特に次世
代を担う青少年の理解と関心を一層深めるため、2015 年から海の日行事「海と日本プロ
ジェクト」イベントを実施しています。
　2021 年は、新型コロナウイルスの感染拡大をふまえ、オンラインイベント「海の日プ
ロジェクト 2021」を開催しました。菅内閣総理大臣（当時）からの「海の日」によせた
メッセージをはじめ、本田望結さん・紗来さん姉妹が船会社や船の科学館などを訪れ、海
に関わる仕事の重要性や暮らしとの関わりについて学ぶ動画「知ってみよう 実はすご～
い！海のこと」など、様々なコンテンツ
を掲載しました。特設サイトには、期間中、
約 4 万 2 千回ものアクセスがあり、コロ
ナ禍でも多くの国民に、効果的に情報を
届けることが出来ました。2022 年に実
施している「海の日プロジェクト 2022」
では、ハローキティがいろいろな船につ
いて紹介したり、海へ訪れたりするなど、
海や船に興味をもつきっかけになるよう
な動画を複数公開いたします。

　また、「海の日」の三連休化を契機に、「海の日」本来の意義が失われることなく、広く
国民に海への理解と認識を深めていただくことを目的とし、「海の日」を中心に 7 月１日
から 31 日までの 1 ヵ月間を「海の月間」と位置づけ、様々な広報活動を実施しています。
海の月間ポスターによる周知のほか、全国各地で体験乗船や施設見学など海に関する様々
なイベントが開かれており、2022 年は絵画コンクールや汽笛の一斉吹鳴をはじめとした、
多くの広報事業が実施されました。
　
海洋教育の推進・次世代人材確保、育成のための取組み
　2017 年３月に改訂された小中学校の学習指導要領におい
て、我が国における海洋・海事の重要性に鑑み、海運や造船
などに関する記載が充実し、学校教育の内容として従来より
もこれまで以上に学習内容に明確に位置づけられました。こ
れにより、学校教育の現場において、海洋教育の一環として、
小学校においては 2020 年度、中学校においては 2021 年度
から海事産業に関する教育が開始されています。国土交通省
では、海事産業に関する知識が少なく、新たな教育内容に自
主的に取り組む時間を確保できにくい教員であっても、効果
的な海洋教育を実践できるよう、2017 年度より小中学校の （上）小学校、（下）中学校での試行授業の様子

海の日プロジェクト 2022 では、ハローキティとコラボレーション
し、海事分野に興味を持ってもらえるようなコンテンツを発信中



授業で活用できる海洋教育プログラム ( 指導方法の提案、授業で活用できる副教材の紹介
など ) の作成、改善に取り組んできました。また、全国の小中学校で試行授業を実施し、
その様子をモデル授業として国土交通省のホームページにて公開しています。

　2021 年度からは新型コロナウイルスの影響で増加した在宅学習やタブレット端末の普
及によるオンライン学習に対応するため、また多忙な教育現場でも教員が確実に海洋教育
を行えるようオンライン授業動画の作成に取り組んでいます。動画は普段よく目にする食
料についての話題や、船と学校との大きさの比較など、子どもたちが興味を持ちやすい、
生活に身近な内容になっています。また、動画内で興味を持ったことを「調べ学習」が出
来るよう、動画の概要欄にいろいろな参考資料も紹介しています。
　2021 度に作成した下記３種類の動画は YouTube「海ココちゃん
ねる」に公開しています。

〇日本の食料輸入を支える「海上輸送のなぞ」をさぐれ！
〇日本の貿易を支える「船や港の役割と働く人のなぞ」をさぐれ！
〇自動車運搬船などを作る「造船所のなぞ」をさぐれ！

　また、高齢化の進展と後継者不足が著しい内航海運における若手船員の確保に向け、全
国各地で「若年内航船員確保推進事業」を展開しています。各地域の人材育成協議会や海
事関係団体と協力し、子供や若者を発達段階に応じ「海事産業に対する理解と関心を深め
る段階」、「進路段階」、「就職段階」の３つの段階に分け、各段階に応じて海事産業関連施
設の見学会、体験乗船、職業講話、企業説明会、インターンシップといった人材確保・育
成のための取組みを行っています。

おわりに
　海事政策における海事振興・海洋教育の推進は、官民をあげて中長期的な視点に立って
取り組むべき課題です。今後も、関係者一丸となって海事産業における人材の確保育成に
取り組んで参りたいと考えています。

オンライン授業動画のイメージ

(YouTube「海ココちゃんねる」)



◆持続不可能な海
　未来の海は持続可能ではなくなる。これはもはや予測ではなく現実として認識しなけれ
ばならない。その要因は地球規模での気候変動である。気候変動は、海水温の上昇、海洋
の酸性化、海面上昇といった直接的な変化を起こし、海洋汚染の悪化、水産資源の枯渇を
招き、食糧安全保障や経済活動、文化存続に大きな影響を与えている。これらはすでに現
実として生じており、異常な熱波による生存の危機などとして日常生活にも影響を及ぼし
ている。どこか遠くの国や、遠く先の未来に生じるリスクではなくなっている。
　海が変われば地球が変わると言われるほどに、地球環境の安定にとって海は本質的であ
り、地球上で生物が生存していく上で不可欠な要素である。つまり、私たちが生活できて
いるのは、地球に海があるおかげということである。その海が持続可能ではなくなる。そ
のことが人間の持続可能性にどれだけの影響を与えるのか。複雑に深刻に変化する海とど
のように生きていくのか、私たちは今問われている。新しい海洋教育は、この問いに根ざ
し行われるものである。

◆海洋教育への素朴な問い
　海洋教育とはそもそもどのような教育なのか。実践に目を向ければ、「海洋教育」として、
海での教育、海を通した教育、海や海に関わる物事についてなど、多様な教育がおこなわ
れている。磯での生物観察など海をフィールドにした教育、遠泳訓練や乗船体験など海を
通しての教育、水産業や海運業、国土・領海などについての教育がある。それらの教育は
必ずしも目的が共通しているわけではなく、共通なのは海に関わっている教育ということ
である。海に関わる教育であれば、どのような内容でも海洋教育と称されているのが実態
としてある。なるほど、海は広く大きく、海と教育との組み合わせにより生まれる実践は
多様であり、そこに海洋教育のおもしろみと可能性があることは間違いない。他方で、海
洋教育とは海に関わる教育の呼称にすぎないのだろうかという疑問も浮かびはしないだろ
うか。そこに共通する理念や目的はないのだろうか、と。そしてまた、わざわざ「海洋教
育」と名指すことの意味ははたしてなんなのだろうか、海洋教育の必要性とはなんなのか、
と。このような疑問が読者と共有されるのであれば、日本における海洋教育はいまだ十分
に推進されていないと判断しなければならない。なぜなら、この疑問は 2007 年に海洋基
本法が制定され、海洋教育の定義が作られた状況となんら変わらないからだ。海洋教育に
ついての理解を深め、より着実に推進していくためにも、海洋教育に関するこれまでの経
緯をあらためて確認しておきたい。持続可能性が著しく損なわれている海とどのように生
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きていくのかが問われている今、海洋教育の重要性を確認し、その意義についての共通理
解を育むことが喫緊の課題でもあるからだ。　

◆海洋教育の歴史
　以降、主として初等教育における海洋教育の状況を概観したい。
　2007 年の海洋基本法の第 28 条において「海洋に関する国民の理解増進等」が定められ、
はじめて海洋教育の必要性が法的に規定された。

海洋基本法第 28 条（海洋に関する国民の理解の増進等）
国は、国民が海洋についての理解と関心を深めることができるよう、学校教育及び社
会教育における海洋に関する教育の推進（中略）等のために必要な措置を講ずるもの
とする。
国は、海洋に関する政策課題に的確に対応するために必要な知識及び能力を有する人
材の育成を図るため、大学等において学際的な教育及び研究が推進されるよう必要な
措置を講ずるよう努めるものとする。

この規定を現実のものにするために、「海洋教育体系に関する研究委員会」が立ち上げられ、
海洋教育の概念の提示と定義の明確化が図られた。委員会の委員長を務めた佐藤学（東京
大学名誉教授）はその作業の必要について以下のように述べている。

まず「海洋教育」の概念を提示し、その定義を明確化するところから作業に着手した。
海洋に関する事柄の知識と理解と言っても、学校のカリキュラムにおいては、それぞ
れの事項が教科に分散して教えられ、あるいは、主題的に取り扱われる場合も、総合
学習において局所的に教えられているに過ぎないからである。海洋基本法第 28 条を
実質化するためには、「海洋教育」という概念を提起し、その概念を定義して、「海洋
教育」というジャンルをカリキュラムのうえで明確化する必要があった 1。

学校における海洋に関する教育はそれまでも行われており、海が近くにある沿岸部の学校
などでは海が主題として扱われることはあっても、ほとんどの学校においては、主として
社会や理科などの各教科にて、海に関わる事柄の断片が個別に扱われるのが通常だった。
海と自分たちとの関わりを深く学び考える機会は設定されておらず、海について体系的に
学ぶこともなかった。その状況では、海洋基本法の理念である「海洋と人類の共生」に向
かうためには不十分であり、だからこそ、理念のもとに「海洋教育」という概念として明
  

1 佐藤学（2011）「海洋教育のグランドデザイン海洋教育促進研究センターの創発―海は学び
の宝庫―」、『シンポジウム報告書』東京大学海洋アライアンス海洋教育促進研究センター



確化されなければならなかった。海洋教育は、海洋に関する教育を超えて、海洋と人類の
共生という理念に向かうための教育として形作られたのである。わざわざ「海洋教育」と
名指さなければいけない状況と理由、そして目的があった。
　委員会では海洋教育の推進を図るために、以下のように定義づけた。

人類は、海洋から多大なる恩恵を受けるとともに、海洋環境に少なからぬ影響を与え
ており、海洋と人類の共生は国民的な重要課題である。海洋教育は、海洋と人間の関
係についての国民の理解を深めるとともに、海洋環境の保全を図りつつ国際的な理解
に立った平和的かつ持続可能な海洋の開発と利用を可能にする知識、技能、思考力、
判断力、表現力を有する人材の育成を目指すものである。この目的を達成するために、
海洋教育は海に親しみ、海を知り、海を守り、海を利用する学習を推進する 2。

この定義のもとで、海洋教育の普及促進に関する提言がなされたのが 2008 年。その後の
普及促進の成果については、本誌『海と安全』の 2013 年夏号にて、この提言づくりの事
務局を担っていた海洋政策研究財団（現：笹川平和財団海洋政策研究所）の酒井英次が振
り返っている。要約すると、海洋教育の顕著な進展は認められず、その状況に対してとり
わけ海洋関係者は危機感を抱き、海洋教育拡充の提言を発表。それを受けて第二期の海洋
基本計画（2013 年）では、海洋教育の充実に力点が置かれ、ようやく海洋教育が前進す
る端緒についた、ということになる 3。2013 年の段階でも、海洋教育は進展したとは言
い難い状況にあった。
　2008 年以降も海洋教育が進展しなかった理由は明確である。学校での教育は学習指導
要領が基準になるが、海洋基本法の制定や海洋教育の概念化は、学習指導要領上に反映さ
れず、海洋に関する記述は、分散し、局所的なままだったからである。海洋教育の拡充は、
海洋政策の域を超え出ず、教育政策として動いていなかった。それゆえ、第二期海洋基本
計画の基本方針で、「海洋教育が各教科や総合的な学習の時間を通じて体系的に行われる
よう、必要に応じ学習指導要領における取り扱いも含め、有効な方策を検討する」と明記
され、海洋教育の体系化とそのための学習指導要領の検討が言及されたことは、当時の海
洋教育推進者にとっては大きな一歩であった。

◆海洋教育は推進したのか
　2013 年から早 10 年が経とうとしている現在、海洋教育をめぐる状況はどうだろうか。
進展したとする人もいれば、進展していないという人もおり、評価は分かれるだろう。そ
の分かれ目は、2017 年の学習指導要領改訂をどう評価するかによっている。

2 海洋政策研究財団編（2008）『海洋教育の普及推進に関する提言』
3 酒井英次（2013）「新しい海洋基本計画と海洋教育の今後」『海と安全』No.557



　2017 年の改訂により、『学習指導要領解説　総則編』の付録参考資料において「海洋
に関する教育」が明示された。この資料は、学習指導要領内の海洋に関する教育を抜粋し、
通覧できるようにしたものである。小学校編において抜粋されているのは、第５学年の社
会科と特別活動である。社会科の内容は国土と産業であり、特別活動では遠足・集団宿泊
的行事である。中学校編においては、同様の内容に加えて、理科における気象が抜粋され
ている。
　この記載をどう捉えるかで評価は変わる。「海洋に関する教育」が学習指導要領にジャン
ルとして明記された点を見れば進展したとも言え、内容面に焦点をおけば国土に関する記
述が増加したのみで必ずしも進展したと言えない。だが、第二期海洋基本計画の基本方針
に照らすならば、海洋に関する記述は変わらずに分散し、局所的なままであり、通覧でき
るようになったことをもって「体系化」されたということは難しい。すなわち、その方針
は現実に形を取ることはなかったのであり、それは 2022 年現在においても変わりはない。
　海洋基本法第 28 条において「国は、国民が海洋についての理解と関心を深めることが
できるよう、学校教育及び社会教育における海洋に関する教育の推進（中略）等のために
必要な措置を講ずるものとする」とされながら、これまでに講じられた措置とは何であっ
たのだろうか。冒頭で触れたように、「海洋教育とは何ですか？何を目的とするのですか？
その必要は？」という問いが生じるということは、結局のところ、2007 年から今まで、
海洋に関する十分な理解と関心の深まりが得られていないと言うことではないだろうか。
　しかし、この間、幾度となく政策的な充実が言われながら、一向に具体化されない状況
を待っていられないと言わんばかりに、全国各地では海洋教育の推進に取り組む自治体、
学校が現れている。特に沿岸部に位置する自治体では、海洋環境の変化により地域の文化
や産業の持続可能性が損なわれている状況下、教育政策としての対応をとり始めている
ケースが多く見られる 4。
　さらに、ここにきてそのようなベクトルとは異なる動きが増えている。筆者には、海洋
教育に関する講演や研修会の依頼が寄せられるのだが、これまでの依頼先の多くは沿岸部
の教育委員会や学校であった。しかし、昨今は内陸からの依頼が多くなってきている。依
頼内容は、海洋教育に取り組む必要性を感じているが、どのように学びを作ればいいのか、
どのように教育課程へ位置づければいいのか、学習指導要領との関係はどうなっているの
かといった内容だ。加えて興味深いのは、児童や生徒からの直接の依頼が増加したことだ。
海洋ごみや気候変動の問題について知りたいというものから、海のために自分たちに何が
できるのかをアドバイスがほしいというもの、具体的なアイデアを実現していくためにサ
ポートしてほしいなどがある。学校の授業の一環から、学校とは関係ない依頼まで様々で

4 東京大学海洋アライアンス海洋教育促進研究センター編（2019）『新学習指導要領時代の海
洋教育スタイルブック : 地域と学校をつなぐ実践 』小学館
東京大学海洋教育センター編（2022）『海洋リテラシーの理念：日本からの発信』一藝社



ある。
　学校現場からも、未来を生きる子供たちからも、海洋教育が求められている。しかし、
状況はそのニーズを満たせていない。教員が海洋教育に取り組もうとしても、学習指導要
領での海洋に関する内容は限定的であり、実践の指針となるものも数少ない。そもそもそ
の余裕もない。学校という枠組みにおいては、子供たちに海洋についての学びを十分に届
けられておらず、海と向き合う時間も確保できていない。それが現状だろう。2016 年の
海の日に日本政府は、2025 年までに全国の市区町村にて海洋教育を実施することを目指
すと宣言したが、現状では局所的な域を出ていない。重要なのは社会全体で、自分たちの
持続可能性を確保することではないだろうか。

◆これからの海洋教育を考える
　あらためて今後の海洋教育のあり方を真剣に考える時が来ている。私なりの考えを、あ
る種の問題提起も兼ねて素描してみたい。
　海洋教育は、海洋基本法の理念である「海洋と人類の共生」に向かう教育であることを
再度確認しておきたい 5。ここでの共生とは、あらためて創り出すものでありながら、同
時にあらためて思い出すことでもある。本来的に人は海、自然と共生しているものである。
人間のみならずあらゆる生きものは、海がもたらす自然環境によって生存可能になってい
るのであり、海とともに生きている。そうでありながら、それが自明のものでなくなって
いるのは、海を人間にとって都合のよい環境へと操作し、「対象」としてきたからであり、
結果として、今や人間は海から離れてしまっている状況にある。それゆえ、海によって生
命を贈られ、それに与りつつ生きているということを思い出さなければならない。社会活
動、経済活動などを営めているのも、海が地球環境を支えているおかげであること。人間
の持続可能性は海の持続可能性と密接な関係にあるということ。このことが、海洋教育を
支える基本的な考えになる。このことを海洋教育の 4 つの基礎として提案したい 6。

＜海洋教育の 4 つの基礎＞
　１　海は生命の源である。
　２　海は地球環境を支えている。
　３　海は人間社会を支えている。
　４　海は人がともに生きる存在である。

これら 4 つの基礎についての理解を深めることが海洋教育の具体となる。ここでいう理解

5 田中智志（2022）「日本型海洋リテラシーのビジョン」『海洋リテラシーの理念：日本から
の発信』一藝社
6 筆者は『海洋リテラシーの理念：日本からの発信』において、これからの海洋教育のフレー
ムワークとして「日本型の海洋リテラシー」を提案している。



とは、論理的にわかるということだけではなく、感情や心情といったレベルでわかるとい
うことをも含みこんでいる。その心情に基礎づけられてこそ、SDGs や海洋ごみ対策、カー
ボン・ニュートラルといった取り組みもより本質的なものになる。海の大事さがわかって
いたとしても、それが自ずと具体的な行動や態度として表れることが大事であり、その時、
その根底には感情があるだろう。
　このような感情は、どこから生じるのだろうか。この感情を何よりも育むのは海の直接
体験だろう。だが、海離れが進んでいると言われるように、海での体験の実施には、特に
学校教育における実施においては、費用面、安全面、そして昨今では新しい生活様式への
対応などハードルが少なくない。このハードルを超えていく上でデジタル技術は可能性を
秘めているが、質が異なる別の体験であり、置き換えることは不可能だろう。海での体験
活動を行えば海への積極的な感情が自動的に生まれるということはないにせよ、それでも
海の体験が大きなものであることは、多くの人が想像できることだろう。学校において海
での体験活動を普く実施することは困難であるのが現実だ。

◆道徳における海洋教育
　学校教育には、この体験活動の実施を含めてこのような心情を育む時間が確保されてい
る。それが「特別の教科　道徳（道徳科）」である。海洋教育は、海という自然現象を見
れば理科、海に関わる産業や地理については社会科、地域の海や海洋問題は総合的な学習
の時間で扱われることが多いが、海と人との共生に向かうという点からすれば「道徳」の
重要性は確認されなければならない。これまでの海洋教育の個別実践に目を向ければ、学
習活動の結果として海を大事にしたいといった感情が生まれることはあっても、そのこと
が明示的に目指されてはこなかったのではないか。
　具体的に見ていこう。道徳科においては、小学校から中学校を通じて身に着けるべき 4
つの柱が挙げられている。

A 主として自分自身に関すること
B 主として人との関わりに関すること
C 主として集団や社会との関わりに関すること
D 主として生命や自然、崇高なものとの関わりに関すること

海洋教育が特に密に関わるのは C と D である。C の内容項目においては、「郷土の伝統と
文化の尊重、郷土を愛する態度」「我が国の伝統と文化の尊重、国を愛する態度」「国際理
解、国際貢献」が関わる。特に注目したいのは、D であり、「自然愛護」「感動、畏敬の念」
の内容である。
　「自然愛護」の内容について、小学校高学年と中学校の記述は以下となっている。



〔第５学年及び第６学年〕
自然の偉大さを知り、自然環境を大切にすること。

〔中学校〕
自然の崇高さを知り、自然環境を大切にすることの意義を理解し、進んで自然の愛護
に努めること。

内容項目の概要については以下のように記されている。

古来日本人は、自然から受ける様々な恩恵に感謝し、自然との調和を図りながら生活
を営んできた。（略）人間も地球に住む生物の一員であり、環境との関わりなしには
生きていけない存在である。（略）また、自然の中で育まれた伝統文化は人々の心を
潤し、自然と人間のよい関係を象徴するものである。一方、人間の力を超えた自然の
驚異は、その不思議さにとどまらず、偉大なる自然の前に人間の無力さを見せつけら
れることもある。
科学技術の進歩等に伴う物の豊かさ、便利さは、人間が本来もっていた感性や資質を
弱くしてしまっているとも言われる。環境破壊が地球規模で進んでいく中で、自分た
ちが身近な暮らしの中でできることは何だろうかと考え、現状の改善に自分たちので
きることから少しずつ実際に取り組んでいくこともできる。自然や動植物を愛し、自
然環境を大切にしようとする態度は、地球全体の環境の悪化が懸念され、持続可能な
社会の実現が求められている中で、特に身に付けなければならないものである。

「感動、畏敬の念」の内容においても、同様のことが記載されている。D においては、自
然環境を大切にする態度と、人間としての在り方を見つめ直すために自然に触れることの
重要性が謳われている。この「自然」という言葉の中に「海」を読み込めば、これはその
まま海洋教育が目指すものと言えよう。「海洋と人類の共生」という海洋基本法の理念と
も合致しており、学校にて進めていく上では、道徳の時間を活用することが効果的だろう。
　このことは知識の重要性を軽視するものではない。現代の道徳が目指すのは、教えるこ
とではなく考えることであり、各教科や体験活動を通して学んだ知識を活用しながら、考
えることが求められている。「道徳の時間は、各教科、外国語活動、総合的な学習の時間
及び特別活動などで学習した道徳的諸価値を、全体にわたって人間としての在り方や生き
方という視点からとらえなおし、自分のものとして発展させていこうとする時間」として
位置付けられている。海洋教育に引きつけて言えば、「海と人との共生」という視点から
総合的に考える時間と言えよう。
　現状においては、このような形で海洋教育が行われている例はほとんどない。「自然」
とは記されていても「海」と明記されていないこともあり、現在発行されている道徳の教
科書には、海に関する内容が数少ないこともあろう。教科書では、津波に関する内容は多



く扱われているが、それ以外で海が焦点化される内容はない。日本の文化を形作ってきた
海、地球環境を支える海、生物の生存を可能にしている海など、海がもたらす恩恵という
面を含め、先にあげた海洋教育の４つの基礎に関連した内容の充実化が望まれる。
　現在の学校教育の状況を踏まえれば、2025 年までに全国での「海洋教育」を実施して
いくためには、小・中学校においては道徳をベースにすることが優先順位が高いのではな
いか。そのためにも、学習指導要領の「自然」の概念を噛み砕き、「海」ということを明
記することも一つの方法だろう。
　日本には、海に関わる文学や芸術が数多く存在し、海との関わり方や、海に対する感性
を見出すことができる。それらに触れることを通して感性を育むこともできよう。現状で
は、海を開発の対象として捉える視点が前傾化し、本来的に人は海、自然と共生している
ものであるという視点が見失われている。海と生きているという感性は社会全体で取り戻
さなければならない。

◆未来に絶望しないために
　主として幼児教育や小学校、中学校では海と人とがよりよく生きるための道徳性を育む
ことが中心であり、高校以上では海洋に関する種々の課題と現実的に向き合っていくこと
が目指される。昨今の学校教育で重視されている「探究」において、海洋が主題とされる
例は多い。この探究としての海洋教育について、いくつかの課題が浮き彫りになってきて
いる。簡単に描出したい。
　ひとつには、探究において、海洋プラスチックごみや海洋酸性化、気候変動といった問
題が、設定課題とされることが増えてきたことと関連する。これらの問題は、あまりにも
規模が大きく、長年かけて積み重なり複雑化してきた問題である。そのため、限られた時
間数で「解決」が図れるようなものではない。「自分にできることを一歩ずつ」というこ
とは大事ではあり、それこそが大きな力であるが、それが探究の成果なのであれば、どこ
か虚しさを感じる。だからこそ、その問題自体の深さの認識が、探究のスタートになるよ
うな状況を作ることが必要だろう。
　上記とも関わるが、海洋問題の規模の大きさゆえに、向き合えば向き合うほどに改善と
解決が遠すぎて、絶望感や虚無感を抱きかねないということである。漂着ごみの清掃活動
において、何度繰り返し拾っても、押し寄せる漂着ごみの多さに絶望してしまいそう、と
いう高校生の話を多く聞く。このことは学校教育に限らないだろう。一朝一夕には解決で
きない問題に対して、いかに向き合うのか、いかに向き合い続けるのかは社会において考
えなければならない課題のひとつだ。その鍵のひとつは、起こした行動へのリアクション
が得られることにあると考える。社会を少しでもいい方向に動かしているという実感を得
られることは、次へのアクションのエネルギーとなる。特に学校教育においては、社会課
題に向き合ったとしても、社会からのリアクションが得られずに終わってしまいがちであ
る。産学連携も進んでいる今、活動に対する社会からのリアクションが得られるようにし、



社会の一員であるという実感を育む機会創出が目指される。
　
◆「持続不可能性」と向き合う
　私たちはこの地球で暮らす以上は、持続不可能と言われる海と向き合わなければならな
い。イノベーションによって状況は変わるかもしれないが、海の状況は不可逆であるとも
言われる。その状況にありながら、子どもたちが海と関わり未来を形作っていくためには、
シリアスに大きな課題と向き合うだけでなく、発想を変え、ワクワクするような楽しさや
未来を生み出し、今までになかった可能性を開ける体験を作りだしていくことが重要であ
るだろう。海にはまだ未知な部分が多いだけに、まだ見ぬ新しい可能性を開いていくこと
もできるはずだ。
　それとともに、やはり重要なのは、自分にとって海が大事なものであるという感情だ。
それこそが、海とのつながりの持続可能性を生み出し、諦めずに向き合い続ける原動力に
なる。海ごみの清掃活動を絶望しそうになりながらも諦めずに続けられているのは、「海
が好きだから」と高校生が言った。
　現状の海洋教育は、子どもたちと向き合おうとする教員にも、海洋問題と向き合おうと
するジュニア・ユースにも、十分に対応できていない。海洋問題に向き合う高校生たちか
ら、「もっと早期から海洋教育をするべき」「みんなが海洋教育に取り組んだ方がいい」「な
ぜ海について学ぶ機会が保証されていないのか」と問われた時、海洋教育を推進してきた
ものとしての責任を痛感した。政策としての「海洋教育」は、未来の大人たちに向き合っ
てきたのだろうか。そう簡単なことではないことは当然理解している。だが、自分たちが
生きている足元への理解を育まず、その足元が崩れかけていることを知らせずに、子ども
たちを未来へと導こうとすることほど無責任なことはないだろう。
　海の持続可能性は、我々社会の問題であり、あらゆる人に関わりのあることだ。そして、
何より海は魅力的なものである。その海とのつながりを失ってしまう前に、未来の大人た
ちとともに海に向き合い、海と共生していく希望を得るためにも、「海洋教育」に真剣に
向き合うことが求められている。



　海洋は、地表の 7 割を占め、地球上の 97％の水を貯える、地球上の生物にとって不可
欠な存在である。しかし、人為起源 CO2 や汚染物質などにより、その健全性をかつてな
い勢いで脅かされている。大気中 CO2 の増加に起因する地球温暖化は、海面水位上昇や
海洋熱波をはじめとする極端現象、海洋酸性化・貧酸素化の要因と考えられており、海洋
生物の生息域や多様性に影響を及ぼしている  (IPCC, 2021) 。さらに、プラスチックご
みをはじめ、陸上から海洋に排出された様々な廃棄物を海洋生物が摂取することによる危
害も懸念されている。
　こうした海洋と人間社会の複雑な問題、そして海洋の健全性への影響について、人々が
共有する際に課題となるのは、日々の生活圏から見ることのできない海をどのように理解
し認識するかである。持続可能な海洋のため、個々の生活や思考、行動を転換するよう社
会を導くには、人々が海洋に関する教養を得ること、つまり「海洋リテラシーのある人」
となることが求められる  (Fauville et al., 2019) 。海洋リテラシーは、当初は公的教育
現場での活用が目的であったが、今や海洋を保護、保全、持続的に利用するための行動を
喚起するための社会的アプローチへと変化しつつある。
　2021 年から始まった「持続可能な開発のための国連海洋科学の 10 年」 ( 以下、国連海
洋科学の 10 年 ) では、世界中の人々が海洋への依存度を理解し、その持続可能性にどの
ように貢献できるかを理解する必要があるとして、世界の海洋についてもっと知ること、
そして海洋が直面する問題や脅威に対する解決策の共同設計・共同提供に貢献することを
目標に、海洋リテラシーの普及促進を目指している (IOC-UNESCO, 2021a) 。
　本稿では、これまでの海洋リテラシーを巡る国内外の動向と、「海洋立国」を標榜する
日本の学校教育において、海洋リテラシーの普及にどのように取組むべきかを考察する。

【海洋リテラシーの概念と歴史】

　海洋リテラシーは、歴史的に「海が人間にもたらす影響と、人間が海にもたらす影響と
を理解すること」 (COSEE et al., 2005; Santoro et al., 2017)  と表される。「海に関する
科学的素養」 ( 海ロマン 21, 2009) 「海洋に関する共通教養」 ( 東京大学海洋アライアンス
海洋教育促進研究センター , 2016) とも意味づけられている。海洋リテラシーの高い人は、

・海洋に関する重要な原理と基本概念を理解している
・海洋について有意義な意見交換ができる
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・海洋と海洋資源について十分な情報をもとに責任ある判断ができる
とされる  (COSEE et al., 2005; Santoro et al., 2017) 。海洋リテラシーは、以下の 7
つの基本原則によって定義される ( 邦訳：東京大学海洋教育センター , 2020) 。

１．地球には多様な特徴を備えた巨大な一つの海洋がある
２．海洋と海洋生物が地球の特徴を形成する
３．海洋は気象と気候に大きな影響を与える
４．海洋が地球を生命生存可能な惑星にしている
５．海洋が豊かな生物多様性と生態系を支えている
６．海洋と人間は密接に結びついている
７．海洋の大部分は未知である

　海洋リテラシーは、2002 年に始まった米国の教育者たちによる議論に端を発した。米
国内の科学教育カリキュラムに海洋関連の記述が不足していることを認識し、その取り込
みを促すための枠組みとして、先述の 7 つの基本原則と、各原則の詳細を示した 45 の基
本概念で構成された「海洋リテラシー ―海洋科学の基本原則と基本概念 K-12」  (Ocean 
Literacy: The Essential Principles of Ocean Sciences K-12, 以下 OL)   (COSEE et 
al., 2005)  を発表した。
　OL に基づく海洋リテラシー普及活動は、太平洋諸国、ヨーロッパ、アジアに広まり、国・
地域ごとの組織・協会によって展開された。その一方で、国家間・地域間での協力、教育
現場のためのツールや資料、優れた実践事例の共有が必要となってきた。そこで、国連教
育科学文化機関 (United Nations Educational, Scientific and Cultural Organization, 
UNESCO) が政府間海洋学委員会 (Intergovernmental Oceanographic Commission, 
IOC) と IOC 教育分科会を通じて、海洋リテラシーの概念と枠組みを国際的に促進する
こととなった。IOC-UNESCO は、OL の枠組みと世界各地の実践事例を紹介し、多くの
教育者が海洋教育を実践する一助となることを目的として、2017 年 12 月に "Ocean 
Literacy for All ― A Toolkit"  (Santoro et al., 2017)   ( 以下 OLfA)  を公表した。
OLfA は、その後日本語抄訳が発表されている ( 東京大学海洋教育センター , 2020) 。

【国連海洋科学の 10 年における海洋リテラシー】

　2017 年に国連総会で「国連海洋科学の 10 年」が宣言され、続く 2018 年から始まっ
た準備期間に、「国連海洋科学の 10 年」の文脈で提案されうる科学的成果や活動、パー
トナーシップの策定がなされ、それらの成果と目的を地域的あるいは地方的に定義づける
ボトムアップの過程として世界 11 ヶ所でワークショップが開催された (IOC-UNESCO, 
2020) 。その議論の過程で、人々の海洋に対する理解の促進に向けた海洋リテラシーの



重要性が強まり、7 番目の社会的成果「夢のある魅力的な海」として反映された (IOC-
UNESCO, 2021a)。
 　「国連海洋科学の 10 年」の実行計画 (IOC-UNESCO, 2021b) の中で、海洋リテラシー
のビジョンは、海洋の持続可能性に関する社会のあらゆる部門における行動を実現可能に
し、規模を拡大し、それにより、海洋に対する評価、理解、管理の仕方の抜本的な変革を
推進することとなっている。そして、「国連海洋科学の 10 年」において海洋リテラシー
は、健全な海洋に関する公共政策の推進、責任ある行動の促進、海洋を意識した企業慣行
の奨励、並びに若者が持続可能な海洋経済、海洋科学、海洋政策、海洋保全、海洋管理に
おけるキャリアを選択するよう誘発するという点において、重要な役割を担うとされてい
る (IOC-UNESCO, 2021b)。
　この実行計画を補完し、世界・地域・国など多様な主体による海洋リテラシー活動の
発展を促進するため「国連海洋科学の 10 年の海洋リテラシー行動枠組」 (IOC-UNESCO, 
2021a) が策定され、海洋リテラシー行動の 4 つの優先分野として (1) 教育政策立案に
おける海洋リテラシーの主流化、 (2) フォーマル教育における海洋リテラシーの強化、 (3) 
海洋リテラシーをめぐる企業行動の喚起、 (4) 海洋リテラシーに関するコミュニティーの
参画の促進が示された。このうち (1) および (2) の達成に向け、国の教育課程編入から学
校現場のカリキュラム開発まで共通の教育コンテンツを提供するリポジトリとして作成さ
れた "A New Blue Curriculum - A toolkit for policy-makers" (IOC-UNESCO, 2022) 
( 以下 NBC) が、2022 年 2 月の One Ocean Summit に合わせて公表された。

【A New Blue Curriculum】

　NBC の「Blue Curriculum」 は、 学 習 者
が海洋生物とその特徴 ( 物理、化学、地質な
ど ) 、海洋と人間の相互作用の重要性の理解
を助けると共に、海洋が地球の一部であるこ
とを明確にしたものである (IOC-UNESCO, 
2022)。Blue Curriculum に取り組むことに
より、学校、教師、生徒の海洋に関する知識
を高め、海洋資源の保護と管理の必要性を示
し、社会全体によるより良い意思決定を支援
することができると考えられている。
　NBC には、海洋リテラシーの定義と歴史
と共に、Blue Curriculum の企画・開発の背
景として最新の教育動向、2020 年以降の新
型コロナウイルス感染症の国際的な流行後の 図：A New Blue Curriculum 表紙



世界における教育、現場の方法論とイノベーション、スコープとシークエンス、7 か国の
海洋リテラシー教育のケーススタディ、カリキュラムの実践と評価の方法などがまとめら
れている。政策立案者、カリキュラム開発者、教育当局に、カリキュラムの枠組みやガイ
ドラインにどのように海洋リテラシーを含めるかについて方向性を提供することを目的と
している。
　カリキュラムの枠組みは各国で異なるが、NBC では海洋リテラシーの 7 つの基本原則
と「Theory of Change」 ( 以下「変化の理論」) のアプローチを組み込むことで、各地
域の状況に応じた範囲と配列の最適解を検討することができるよう整理されている。カ
リキュラムの背骨ともいえる、海洋リテラシーのための「変化の理論」モデルは、主に 4
つの要素で構成されている。

１．知識と認識：基本的な位置に関する知識、科学的・地理的な語彙、概念やプロセスの
把握により、若者が海洋の話題や問題に取り組み、議論するための土台となる

２．自然とのつながり：自然の中で過ごすこと、バーチャルリアリティ体験、ビデオやド
キュメンタリーなどのマルチメディアなどにより、自然との結びつきを高め、環境保
護的な態度や行動を促進する

３．価値観と態度：気質に基づいた教育介入や学校全体の取り組み効果的で持続可能な行
動を起こす素地を作ることで、態度や価値観を形成し、海洋行動へと向かわせる

４．コンピテンシー：若者が効果的に行動できるようにするための能力開発のための構造
を提供する

　スコープとシークエンスは、教科書執筆者、教師、学校のカリキュラム開発者、その他
教育分野の関係者が、カリキュラムや組織的な要因に関連した意思決定をする際の参考資
料と位置付けられている。前述の海洋リテラシーの 7 つの基本原則は、

A)  基本原則 1、5：海の特性
B)  基本原則 2、3、4：海洋の生物学的、化学的、物理的プロセス
C)  基本原則 6：人間と海洋との相互作用
D)  基本原則 7：海洋探査と現在の海洋に関する知識

の 4 グループに分かれ、スコープとシークエンスの枠組みを通じて海洋のトピックを含
めるための基礎となり、「変化の理論」に対する実践内容を導出する。
　海洋リテラシーの習得は、児童・生徒が様々な認知・学習プロセスを通じて、学校教
育の中で継続的に、習熟度に応じて一連の活動を学ぶことで達成できるとされるため、
NBC では、エレメンタリー ( 幼稚園～小学校中学年 ) 、ミドルスクール ( 小学校高学年
～中学 1 年生 ) 、ハイスクール ( 中学 2 年生～高校 3 年生 ) の 3 つの発達段階に分けて



整理されている。「変化の理論」モデルを考慮したスコープを表１に、シークエンスの一
部を表 2 に示す。
　カリキュラムの領域 ( ストランド ) 別構成例として、海洋プラスチック汚染、気候変動
の海洋への影響、海洋からの食糧供給、海洋と文化の 4 例が挙げられている。授業内容の
ガイドラインに沿って、活動の内容と教科の関連付けが発達段階に応じて構成されている。

表 1：NBC の Theory of Change モデルの要素と、それぞれのスコープ例。日本語訳は著者による。

表 2：スコープ「体験に基づく知識」のシークエンス例。日本語訳は著者による。



【海外における海洋リテラシー教育の取組み】

　NBC 末部に、海洋リテラシー教育のケーススタディがまとめられており、ポルトガル・
カナダ・南アフリカ・コスタリカ・ブラジル・ケニア・スウェーデンの 7 か国で、学校、
NGO、NPO など、様々な教育イニシアチブがどのように海洋リテラシーに取り組んでき
たか、そのプロセスと成果、課題を紹介している。
　ブラジルのサントス市で、自治体の教育機関における「海洋文化（Cultura Oceânica）」
の推進を明記した法律が 2021 年 11 月に制定された。ここで海洋文化は海洋リテラシー
を促進する一連のプロセスを指す。OLfA の海洋リテラシーの定義と共に、幼稚園から青
年教育までの学校教育カリキュラムにおいて包括的に行われること、海洋リテラシーの推
進と普及は教育専門家に対する継続的な研修を通じて確保されることが謳われている。国
家レベルではないが、海洋リテラシーが法律に含まれた事例としては世界初となった。
　南アフリカでは、水族館と基礎教育省が共同で海洋科学のカリキュラムを開発した。高
校のスコープとシークエンスのガイドラインとして用いられており、序文に OLfA の海洋
リテラシーの基本原則があり、海洋科学コースは人々が海洋の有効な利活用のために有意
義な議論ができるよう育成するとある。コスタリカやスウェーデンでは、海洋に関する知
識や普及活動が、国の政策やカリキュラムに取り込まれている。この他、NGO や海洋教
育コミュニティーの主導による国家海洋リテラシー戦略の策定や海洋教育教材の作成（カ
ナダ）、セーリングスクールやサーフスクール、民間団体、大学、NGO の活動（ポルトガ
ル）、環境と海洋汚染への意識向上キャンペーン（ケニア）など多様な活動がなされている。
　7 か国から挙げられた海洋リテラシー普及の将来像として、全ての学年におけるカリ
キュラムへの海洋リテラシーの導入とそのための国家戦略が求められた。一方で、カリキュ
ラムに海洋リテラシーを導入する際に、教育現場での優先度の低さや政策・予算・教材・
人材の不足、教員への負担などが支障となっており、海洋リテラシー教育の実現にはセク
ター間の協力・連携・調整、母国語翻訳された教材が必要であることが示唆された。

【日本における海洋リテラシー】

　先述のように、IOC-UNESCO の主導で世界への海洋リテラシーの普及活動が展開され
る中、日本においても同時並行的に海洋教育や海洋リテラシー普及について議論されてき
た  ( 例えば 海ロマン 21, 2009; 東京大学海洋アライアンス海洋教育促進研究センター , 
2016) 。
　日本の海洋リテラシーとして作成されたものとして、OL をベースに水圏環境の科学的
な知見や日本の魚食文化に基づく伝統的な知識を加えた「水圏環境リテラシー」 ( 佐々木 , 
2011) がある。水圏環境リテラシーは、学習指導要領の小・中・高等学校の理科の指導
内容との関連付けがなされており、沿岸から内陸まで実施地域に合わせた学習内容で、地



域社会と連携・協働を促進しながら実践事例が蓄積されている。
　その後 2022 年に、OLfA を元としながら、海洋基本法や『21 世紀の海洋教育に関す
るグランドデザイン』( 以下 グランドデザイン ) ( 例えば 海洋政策研究財団 , 2009) を
踏まえた「日本型海洋リテラシー」が提案された ( 田中他 , 2022)。「海とともに生きる」
を海洋教育の理念として、次の 8 つの基本原則が記されている。

１．海はあらゆる生命を支え、人の想像力と感受性に大きな影響を与えている
２．海は人の健康と幸福と分かちがたい関係にある
３．日本は特徴が異なる 4 つの海に囲まれている
４．海が気候・風土に大きな影響を与えている
５．海とそこに生きる生物が、人の生活を支え、文化・産業を育んでいる
６．海は恵みと脅威をもたらし、それぞれの地域に固有な自然観と、自然との共生の知恵

を育んでいる
７．海は世界とつながっている
８．海の可能性は探究されるものである

　大学以外にも、地域の教育方針に応じて、OLfA の海洋リテラシーを学校教育に取り入
れた、あるいは独自の海洋リテラシーを策定した地方自治体がある。日本財団・笹川平和
財団海洋政策研究所・東京大学海洋教育センターが共催している助成事業「海洋教育パイ
オニアスクールプログラム」(PSP) では、2019 年度から 3 年間に亘り地域展開部門に採
択された 10 の地域で、地域特性を反映した海洋教育のカリキュラムと副読本が作成され
た。そのうち竹富町では、地域の海の環境や祭祀、防災などの海の学びと OLfA の基本原
則が関連付けされている。また大牟田市は、地域が面する有明海の環境や、有明海と縁の
深い歴史・産業・文化についてまとめが中心だが、発展的内容として、OLfA の基本原則
とそれらに関する海洋の知識を平易な言葉で解説している。一方、洋野町は「海洋教育ひ
ろの学リテラシー」、気仙沼市は「海洋リテラシー for 気仙沼」として、OLfA を元に、地
域独自の海洋リテラシーを策定した。海に関係した学校個別の取組みを包括的にとらえ、
地域の自然環境や人との繋がりを意識しながら、より深い学びを目指している。

【日本の学校教育への海洋リテラシー導入の考察】

　日本の学校教育現場における海洋リテラシーの普及を考えるにあたり、二つポイントが
挙げられる。海洋リテラシーとして日本の学校は何を伝えるべきか、そして、学校教育の
カリキュラムに海洋リテラシーは統合されるべきか、である。
　一つ目のポイントは、海洋に関する共通教養として日本人が共通して持つべき知識の確
認である。2017 年告示の学習指導要領において、小学校は社会科で国土や産業に関する



内容で海洋との関わりを扱うが、海洋の水質や生態系などの科学的知識は含まれていない。
中学理科では、気象・気候学の中で大気と共に取り上げるが、海洋のみとなると、高校の
専門教科「水産」の海洋科学・環境・生物の科目まで学ぶ機会がない。海洋リテラシーを
国全体で普及するならば、小・中学校の義務教育期間が望ましいが、7 つの基本原則に限っ
てみても、現状の小・中学校の内容では充分といえない。NBC の目指す海洋リテラシー
を取り入れた学校教育では、海の重要性に対して児童・生徒が全体的に理解し、積極的に
行動・交流し、活動的な市民として参加することを促すとしている。この海を理解する力
を、日本の学校教育で目指す資質・能力の一つとするならば、OLfA もしくは日本型の海
洋リテラシーを取り入れたカリキュラム、あるいは PSP で作成された副読本で、どれだ
け習得できるか、研究授業など教育現場の協力を得て追跡する必要がある。
　二つ目のポイントは、IOC-UNESCO の行動枠組と直接関わる。日本が国単位で取り組
むのであれば、学習指導要領に海洋リテラシーを導入することに相当するが、実現には相
当の議論を要する。学校単位であれば、PSPの採択地域のように、教科横断的な学習として、
カリキュラム・マネジメントの中で海洋リテラシーを取り上げることは、ある程度可能と
考えられる。そのためには、一つ目のポイント「海洋に関する共通教養」として学習内容
を系統的に整理する必要がある。つまり、学習指導要領の内容に合わせて海洋の事象を抜
き出し割り当てるのではなく、海洋を理解するために必要な知識を表 1、2 のように目的
と発達段階で整理することが求められる。
　先述の海洋リテラシー行動 (IOC-UNESCO, 2021a) の 4 つの優先分野の (2) では、

「2025 年までに、世界中の学校が母国語で質の高い海洋リテラシー教材にアクセスでき
るようにする」ことが目標の一つとして挙げられている。日本国民の共通教養として知る
べき海洋の知識、身に付けるべき海洋リテラシーについて、早急に議論する必要がある。
　一方、第 3 期海洋基本計画では「2025 年までに全市町村で海洋教育の実施を目指す」
とし、「海洋に関する科学的な理解を深めるため、副読本において」「研究開発の最新の状
況を児童生徒の発達段階に応じて解説・情報発信する」とある。この「海洋教育」として、
全国の学校で系統的に学べるように整理された公的なカリキュラムは、現時点でもまだ策
定されていない。NBC の「公的教育における海洋リテラシー」の章で、PSP は国の教育
戦略の中で海洋を含めた事例として紹介されているが、各学校の取組みは、学習指導要領
の「地域の実態を適切に把握し，教育の目的や目標の実現に必要な教育の内容等を教科等
横断的な視点で組み立て」られた中で海の学びを取り入れたものであり、国の教育戦略な
どの方針に従ったのではない。
　四方を海に囲まれた日本の国民であっても、人々が日常的に認識することの難しい沖合
の深い海を含めた海洋について理解していると言える人はどれだけいるだろうか。海洋を

「自分ごと」として認識するため、「国連海洋科学の 10 年」の海洋リテラシー普及活動は、
日本国内における普及の好機とも捉えられる。個々人が海洋と人間社会との関係を理解す
ることで、持続可能な海と共生する日本、そして世界になるものと期待される。
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１．日本海事広報協会の海洋・海事教育
　2017 年に公示された新しい小・中学校の学習指導要領では、海洋と海事の記載の充実
が図られた。小学校は 2020 年度から、中学校は 2021 年度から、新学習指導要領に沿っ
た新しい内容の教科書が学校で使われている。
　日本海事広報協会では以前から海洋・海事教育をひとつの柱として、事業を展開している。
　「小学校における副教材等による海事教育の推進」事業（以下、「副教材事業」）は、小
学 5 年生を対象に、当該都市の海事産業を解説する副教材（児童用テキスト、ワークブック、
教員用指導書）を制作し、完成した副教材を全小学校に配布し児童に活用してもらう事業
だ。その都市の先生方に副教材の編集委員として参画いただき意見交換しながら制作した
副教材は、さらに他の先生の模範となってもらうよう、編集委員を務めた先生にモデル授
業をしていただく。併せて、その都市の港湾施設や造船所、寄港する船のなかなど、先生
や児童を対象にした、海事産業の現場見学会を展開している。
　他に、学校などを訪問し、さまざまな海洋・海事関係の仕事を教育現場で紹介する、小・
中学生のキャリア教育に注目した「海の仕事へのパスポート」。
　小中高生を対象に、船や港のことを取材・調査し、新聞形式にまとめた作品を応募して
もらい表彰する、新聞を活用した海事教育「ジュニア・シッピング・ジャーナリスト賞」は、
文部科学省などから後援をもらい、国土交通大臣賞などを授与している。

2．新型コロナウイルスと教育現場の ICT（情報通信技術）化
　2019 年末から続いている新型コロナウイルスの脅威は、今までの私たちの社会の在り
方や意識をガラリと変えた。とくに教育現場はその影響を多大に受けていると言わざるを
得ない。
　乗船体験や海事施設などの見学会の実体験を積極的に行ってきた当協会にとって、それ
はひとつの岐路となった。
　2020 年度はコロナの影響で見学場所は限られ、乗船体験はほぼ全滅、参加者の人数も
制限されるようになった。主催者側も感染者が広がらないようかなり気を使わなくてはい
けない。
　一方、学校の教育現場では、新型コロナウイルスの影響で、文部科学省の「GIGA スクー
ル構想」が急速に進み、全国の小・中学校において 1 人 1 台の PC 端末が整備されるよう
になった。
　2021 年度の当協会の事業については、これらの状況を踏まえ、海洋・海事教育において、
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インターネットやオンラインを活用した事業に取り組むこととなった。
　一つは学校で活用でき、さらに教育現場の ICT 環境を見据え、社会科向けデジタル教
材の制作に取り組むこととした。
　新しい小学 5 年生の社会の教科書の「工業生産」の単元に、「日本の貿易量」の 99％
以上は、船で運ばれているという円グラフが掲載された。それをただのデータではなく、
子どもたちに実感してもらわなくてはいけない。しかし、コロナウイルスの影響で体験乗
船など実体験が難しくなっている。もともと、私たちが知ってほしい海事産業の現場（港）
は、街から離れた場所にあり、一般の人が行くことが制限された場所。私たちが見てほし
い人たちはどうしても海や船、港から縁遠い人たちばかりだ。
　しかし、ウェブサイトの長所は、ネット環境が整えば全国どこからでも見ることができ
ることだ。
　デジタル教材のサイトを制作するうえで 2 人の先生にご意見をいただいた。教科書に
沿ったものでないと、先生に授業で使ってはもらえない。そこで小学 5 年社会「工業生産」
の単元で取り扱う「自動車」に焦点をあてたサイトを目指した。これは前述した副教材事
業でも意識していることだ。また、「本物」を知ることが大切と、現場で働く人の実際の
声も取り入れたサイトを作ることとした。
　教材サイトは、3 コンテンツで構成。「日本の貿易と輸送」、船も含めた輸送手段「いろ
いろな輸送を知ろう」、私たちの身近にあるモノがどのように運ばれてくるかを解説する

「いろいろなモノが届くまで」。「いろいろなモノが届くまで」は「自動車」を中心に構成。「日
本でつくられた完成自動車はどのように外国に届くのでしょうか？」は、輸出する自動車
がどのようなルートで外国の消費者まで運ばれているか、自動車専用船のしくみなどを説
明する内容とした。
　子どもたちが楽しく、親しみを持ってもらえるように、ビジュアルを重視。今の子ども
は感覚でタブレットの使い方を覚えてしまう。タップで、動画の再生ができたり、写真と
イラストが拡大表示できた
りする機能などを多く取り
入れた。
　当協会ホームページで
公開することで、学校はも
ちろん、子どもたちの自宅
からも見ることができる。
保護者の方も子どもたち
の隣で見ていただき、海事
産業を知ってもらえれば
うれしい。

社会科向けデジタル教材



3．教育系ユーチューバーの力を借りて
　一方、学校以外の場で、子どもたちに海運のことを知ってもらうにはどうしたらよいか？
　小学生男子の母親である職員から、教育系ユーチューバーの葉一（はいち）さんに、海
運についての授業動画の制作を依頼してみてはどうかという企画が出た。最近の子どもは
テレビではなく、ユーチューブを見るらしい。「ユーチューバー？」昭和な人間からすると、

「ちょっと怪しいのでは？」という発想になってしまうが、NHK にも出演したことがあり、
彼のユーチューブを見て勉強する子どもは多いという、評判のユーチューバーだった。さっ
そく担当者が葉一さんにコンタクトをとり、海事産業の授業動画制作について承諾いただ
いた。
　授業テーマはデジタル教材と同じく、小学 5 年生の社会の「工業生産」の単元からピッ
クアップ。葉一さんには、まず海事産業の現場を実際に知ってほしいと、横浜港を見学し
ていただいた。万全のコロナ対策を講じての見学会は、日本港湾協会と横浜市港湾局、横
浜港振興協会のみなさまに協力いただき、実施できた。この紙面を借りて改めてお礼を申
し上げたい。
　葉一さんを連
れて、船上から
横浜港内を、陸
上からは穀物ふ
頭や自動車ター
ミナルなどを見
学。海からのぞ
むコンテナ船や
コンテナターミ
ナ ル などの港
の施設は、葉一
さんにとって新鮮な光景だったようだ。制
作した授業動画は 6 本。どれも 10 分程度
の短い時間だ。
　・船が無くなったらどうなるの？ 
　・こんなものが日本に輸入されています
　・港を見てみよう！
　・コンテナ船だけじゃないんだぜ！ 
　・バナナはどうやってやってくる？
　・いろいろな船の仕事
　

ユーチューバー葉一さんによる海事産業の授業動画



　第１弾の「船が無くなったらどうなるの？」は、葉一さんのユーチューブチャンネル「と
ある男が授業をしてみた」において、公開わずか 5 日間で 1 万回の視聴を記録した。と
くに私たちが一般の人に知ってほしい「船が『日本の貿易量』の 99％以上を運んでいる」
という内容を入れたものだ。コメント欄から感想の一部を紹介しよう。
　「自分商船系の学生なので、皆さんに船の事について知ってもらえるととても嬉しいで
す！船の仕事ってマイナーですけど、日本に絶対に無くてはならないものなんですよ！」
　「99.6% も海上輸送だったなんて、当たり前のことも世の中たくさんあるけど、こう考
えたら凄いことってたくさんあるんですね」
　「この動画は、小学生には社会の学習としても役に立つけど、中高生や若い子には今あ
る社会問題を思い起こさせる役割もあると思う。『もし日本から船が消えてしまったら…』
日本を国として守っていく意志がある身からすると、とても身を引き締められる、素晴ら
しい動画です」
　「ひぇぇぇぇぇぇ電気とガスまでも使えなくなるんですね！面白い授業ありがとうござ
います ‼️」
　葉一さん特有のスタイルである、ホワイトボードに板書して、分かりやすい言葉にかみ
砕いて解説いただいた結果だ。葉一さんのユーチューブの視聴者は海や船と縁遠かった人
たちともいえる。今まで私たちの手の届かなかった人たちが、インフルエンサーである葉
一さんの力を借りて、海事産業に触れてもらうことができた。

４．オンラインを最大限に活用して
　新型コロナウイルスの影響のため、対面での
実施が難しくなった「海の仕事へのパスポート」
事業では、2021 年度はオンラインをいかした
事業を実施した。新しい試みとして、流氷砕氷
船「ガリンコ号ⅢＩＭＥＲＵ」をテーマにし、
北海道紋別市と大分県佐伯市の中学校での交流
授業である。
　なぜ、紋別と佐伯なのか？
　ご存じ、「ガリンコ号」は、紋別において流氷
ツアーの観光で有名な船である。
　そして同号はどこで造られたのか？佐伯市に
ある「三浦造船所」だ。
　そこで「ガリンコ号」を通じ、両市の中学生
を対象に、造船や旅客船などの産業の理解と、
各市の特色を知ってもらうことを目的に、紋別
市立渚滑中学校と佐伯市立本匠中学校の中学生 「ガリンコ号」を通じた交流授業



間で交流授業を実施した。授業に先立ち両社の協力を得て、渚滑中学校では「ガリンコ号」
に乗船、本匠中学校では造船所を見学してもらった。
　当日、生徒たちは「ガリンコ号」を通じて、オンライン掲示板「Padlet」を活用し、勉
強したことやそれぞれの市について発表。参加した生徒たちの感想を紹介しよう。
　「北海道の紋別という小さな港町と大分県がつながる機会なんて滅多にないし貴重な機
会だと思いました。感謝カンゲキです。本匠中はとってもきれいで私の地元にもカッパが
いたという伝説があったので、謎の親近感を感じました。たくさんのことを知ることがで
きて良かったです」
　「ガリンコ号建造過程などが特に印象に残りました。スライドや Padlet を作るのが大変
でした」
　「わかりやすい内容でした！楽しかったです！佐伯市に行きたくなったので、もし、佐
伯市に行ったら、佐伯市の町を案内してほしいです！おいしいものとか教えてほしい！あ
りがとうございました！」
　今年度も 2 市の交流授業を行う予定だ。海事産業―「ガリンコ号」―が北と南の離れ
た町の子どもたちの架け橋となった。
　正直、この業界は難しい言葉であふれている。「海運」という言葉自体、中学「地理」
の教科書で実は明記されているが、誰も記憶に残っていないというのが本当のところだ
ろう。
　当協会では、2022 年度から全国小学校社会科研究協議会の会長らに委員に就任いただ
き、「海洋教育普及事業検討委員会」を立ち上げた。常に学校現場の現状をとらえ、先生
方のニーズに応えた事業を進めていく方針だ。今後はアフターコロナも見据え、リアルと
ネットの両方のチャンネルをうまく使いながら、海洋・海事教育を教育現場に浸透させて
いき、児童や生徒たちに海事産業への理解を深めていきたい。
　最後に――。当協会のホームページの「学校の先生へ」というカテゴリーから、前述し
たデジタル教材や葉一さんの授業動画などが公開されているので、ぜひ見ていただきたい。

日本海事広報協会ウェブサイトはこちらから。



◆はじめに
　日本船舶海洋工学会では、2005 年 7 月に、分野横断型の時限付き研究委員会である「海
洋教育ストラテジー研究委員会」を設置した。2008 年 5 月には、学会の常設委員会として、

「海洋教育推進委員会（Maritime Education and Culture Committee、 以下 MECC）」を
設立した。海洋教育推進委員会の構成は、前報 1) で紹介したときから少し変化した（図
1）。大学、企業、官公庁、民間団体などからの委員約 50 人が参画しているが、当委員会
が所掌する事業のうち、全国各地で実施している海洋教育フォーラムと、新規事業につい
て検討するワーキンググループについて重点的に議論するため、WG 戦略会議が設けられ
た。WG 戦略会議は、海洋教育フォーラムの実行委員長や主な担当者、ワーキンググルー
プ主査、副主査などで構成されている。運営委員会、WG 戦略会議ともに、年に 5 回程
度開催して、委員会の管理運営を行っている。また、年に 1 回、事業・予算報告や事業・
予算計画を共有するための全体委員会、および前年度の委員会活動についてお互いに発表
することにより成果と改善点を探る東部支部海洋教育セミナーを開催している。本稿では、
海洋教育推進委員会の活動の概要を改めて説明した後、前報 1) が発行された 2013 年以
降に大きく展開した海洋教育フォーラムの開催と、学会設立 120 周年記念事業として発
行した啓発書「海洋へのいざない」の制作について詳述する。
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(a) 2013 年時点 1)  

図 1. 日本船舶海洋工学会の海洋教育推進委員会の構成

(b) 2022 年時点



◆活動の概要
　海洋教育推進委員会の活動は、主に①海洋教育フォーラムや海洋教育セミナーの開催、
②新たな海洋教育活動の企画、③青少年向けの工作教室や出前講義などの啓発活動、④若
手研究者の交流を図る夏の学校に大別される。以下に、それぞれの活動の概要を述べる。
　海洋教育フォーラムは、一般市民の海洋教育の輪を広げることを目的として 2008 年よ
り開催している。前報 1) では、第 3 回海洋教育フォーラムまでの紹介を行ったが、その
後全国に展開し、令和 3 年度までに 75 回の海洋教育フォーラムが開催された。この経緯
については次章で紹介する。海洋教育セミナーは、主に委員会メンバーを対象としたもの
であり、当初は東部支部、関西支部、西部支部で開催していたが、現在は前章で述べたと
おり東部支部海洋教育セミナーが年に 1 回開催されている。
　新たな海洋教育活動の企画としては、以下のワーキンググループ（WG）を設けて活動
を行ってきた。WG は、常設のグループではなく、必要に応じて立ち上げられたり、終了
したりするグループとなっている。
・　実習船に関する海洋教育の調査 WG：実習船を用いた海洋教育の調査、実習船を持つ

水産高校などの教育機関との連携
・　情報発信調査 WG：委員会ホームページの整備、日本船舶海洋工学会誌 KANRIN な

どでの活動状況の情報発信
・　教材作成 WG：教材のライブラリ化、教材作成に関する調査
・　科学館・博物館 WG：科学館・博物館などで実施されている海洋教育の調査、連携
・　施設・工場見学 WG：施設・工場見学の取りまとめ、企画、実行
・　学校現場との連携 WG：高校の教員などとの意見交換会
・　自然体験活動 WG：子供の自然体験活動を通した海辺環境教育事業
・　海洋へのいざない WG：啓発書「海洋へのいざない」の改訂
これらのうち、実習船に関する海洋教育の調査 WG と情報発信調査 WG については、一
定の役割を果たしたため、現在は活動を終えている。教材作成 WG と科学館・博物館
WG については、新型コロナウイルスの影響も受けながら、教育関連の学会での発表や
オンラインでの工作教室を通じて活動を継続している。施設・工場見学 WG、学校現場
との連携 WG、自然体験活動 WG については、対面での活動が基本となる WG であるた
め、新型コロナウイルスの流行が始まってからは休止している。海洋へのいざない WG は、
啓発書「海洋へのいざない」の改訂を行うグループである。本委員会の活動は、当初対面
型で限られた人数の参加者に深く海洋教育を実施する形態が多かったが、現在は教材作成
や啓発書「海洋へのいざない」の作成を通じてより広く海洋教育を実施することも目指し
ている。啓発書「海洋へのいざない」の発行の経緯については別途記載する。
　青少年啓発活動は、青少年を対象として体験型の学習の機会を提供するものであり、船
舶海洋関連の大学が中心となって実施している。船の見学、船の工作、施設公開、体験乗
船、講義、実験などの海洋教育プログラムを実施しているが、新型コロナウイルスの影響



により休止しているイベントや、オンラインで実施しているイベントもある。一部の活動
は、日本造船工業会と当学会との共同事業として実施している。また、オンライン開催も
活用しながら、高校生、大学生などが水中ロボットの性能を競い合う水中ロボットコンベ
ンション、水中ロボットフェスティバルを開催している。
　最後に、大学生から若手の社会人を対象とした夏の学校は、2 泊 3 日の合宿形式で、船
舶の性能・運動分野および構造・材料分野のそれぞれの分野で、特別講義、基礎講義、ディ
スカッションを行うものである。ただし、本イベントは対面で実施することに意義がある
ため、新型コロナウイルスの流行後は休止している。

◆海洋教育フォーラム
　海洋教育フォーラムは、東日本大震災が発生した 2010 年度を除いて、2008 年度より
2012 年度まで年に 1 回東京で開催されてきたが、2013 年度より、東京だけではなく全
国各地に展開されるようになった（図 2）。2013 年度は東京も含めて 4 都道府県での開
催であったが、2014 年度には 6 ヶ所、2015 年度には 7 ヶ所、2016 年度には最大とな
る 12 ヶ所、2017 年度には 11 ヶ所、2018 年度と 2019 年度には 10 ヶ所で開催した。
2019 年度は、当初 12 ヶ所で開催が企画されていたが、新型コロナウイルスの影響によっ
て 2 ヶ所で中止となった。令和 2 年度は、4 年振りの開催となった仙台を含めて 5 ヶ所
で開催され、令和 3 年度は令和元年度に中止となった分も含めて 6 回開催され、第 75 回
を数えている。この中には、群馬県のように海洋に接していない県での開催も含まれる。
令和 4 年度は、初めて開催される北海道を含めて、10 ヶ所で開催される予定である。　

図 2. 各地域の海洋教育フォーラムの開催回と開催年度



　海洋教育フォーラムの準備、開催方法は以下のとおりである。例年、6 月を目処に各地
域の海洋教育フォーラムの日程、会場、コアテーマを決めている。情報が概ね出揃った段
階で、学会の賛助会員や協力・支援いただく関連企業・団体に各フォーラムの情報を送付
し、講演冊子への広告掲載の依頼を行っている。その後、過去の講演者情報や地域の情報
を参考にして、各フォーラムで講師と講演タイトルを決定する。広報活動においては、各
地域で参加者がどのようにして海洋教育フォーラムの情報を知ったかというアンケート結
果に基づき、案内チラシを各戸に配布したり、ポスターを駅前などの掲示板に貼り出した
りすることで、参加者を増やす努力をしている。海洋教育フォーラム当日は、講師の講演
スライドや広告が含まれる講演冊子、開催の挨拶で使用している「～海のことをもっとみ
んなで知ろう～」のスライド、啓発書「海洋へのいざない」の紹介、過去の海洋教育フォー
ラムと海洋教育セミナーの開催履歴、ふね遺産の紹介資料などを配布している。
　当初は、海洋教育フォーラムの認知度は低く、各地域で参加者を集めるのに苦労した。
特に年配の方の参加が多く、若年層の参加がみられない海洋教育フォーラムも目立ったが、
何年間か継続して開催するうちに、徐々に地域に浸透し、幅広い年齢層からの参加が見ら
れるようになってきた。また、地域の自治体、教育関係団体、市民団体などの協力も得ら
れるようになり、講演テーマが幅広くなるとともに、参加者の属性の幅も広がったように感
じられる。講師は、大学教員が約半数を占めているが、企業関係者、政府関係者からの講
演もあり、多様性が増している。最近は、高校生の参加が増え、高校生の研究発表の場と
しても機能し始めており、海洋教育フォーラムへの参加者が船舶海洋系の大学に進学した
事例も発生している。一部のフォーラムでは、高校生が司会を務めたり、大学生が実行委
員を務めたりするなど、若年層が主体的に海洋教育フォーラムを運営する様子も見られる。

◆海洋へのいざない
１．発刊まで
　四方を海に囲まれた日本は、食料、エネルギーなどライフラインを船舶に頼らざるをえ
ない。また日本の広大な排他的経済水域の活用は、わが国の生き残りをかけた重要なテー
マである。しかし、日本の造船や海運など海洋分野は、少子化が進む中、大学の海洋関連
講座の減少や海洋教育者不足、学生人気の低下、海洋分野への就職者数が非常に少ないな
どの状況に陥っている。そこで、日本船舶海洋工学会は、中学・高校生を主な対象として
海洋に対する夢と興味を持ってもらい、海洋分野への進学・就職をいざなうことを目的に、
2017（平成 27）年の学会設立 120 周年記念事業として海洋啓発書「海洋へのいざない」
を発刊した。



　各章のテーマは、
　１章 海とのかかわり ( 海洋全般の解説 )、２章 ひととものを運ぶ ( 造船と海運 )、
　３章 再生可能エネルギー（海洋風力、波力等）、
　４章 化石エネルギー・鉱物資源（海底資源）、
　５章 水産資源、６章 海の環境をまもる（海洋汚染）、
　７章 海の安全・安心（安全保障）、８章 未来の海洋利用（将来の船舶と海面利用）、
　附録 もっと知りたい人へ、船と海のまめ知識
　執筆者は、学会員だけでなくそれぞれの分野の専門家に依頼し執筆者は計 35 人に及
んだ。
　初版の諸元
　　監修；日本船舶海洋工学会　創立 120 周年記念事業実行委員会、
　　編集；海洋へのいざない編集グループ、編集人；藤田　均 企画（海洋教育）担当理事、
　　発行所；公益社団法人日本船舶海洋工学会、編集・制作；株式会社ミュール、
　　発行日；平成 29(2017) 年 5 月 15 日、印刷・製本；日経印刷株式会社、
　　構成；8 章 31 項目、A5 版オールカラー 112 ページ、印刷部数；500 部
　内容は学会の専門である船舶海洋工学に特化せず広く海洋の諸テーマでバランスよく構
成された。当初計画した全国の中学・高等学校全校への寄贈は叶わなかったが、「海洋教
育フォーラム」での学生・教員への無料配布、学会事務局による有償販売を行った。

２．初版から3年を経ての改訂版「海洋へのいざない（第2版）」の発刊
　学会事務局が管理する本誌の残部が僅かになったことから、増刷に併せて最新情報への
改訂作業を行った。事前の編集会議で改訂作業の進め方を、➀初版の全執筆者に 3 年間
の変更点を確認すること、➁新しいテーマとして第 6 章「海の環境を守る」に「海洋プ
ラスチックごみ問題」の項と SDG ‘s の解説も追加することを決め作業に掛かった。
　第 2 版の諸元（※初版からの変更箇所のみ）
　　編集人；大塚耕司 企画（海洋教育）担当理事、発行日；令和 3(2021) 年 3 月 22 日、
　　構成；8 章 32 項目、A5 版オールカラー 116 ページ、印刷部数；3000 部

３．全国中学・高等学校、高等専門学校他、並びに大学付属・公立図書館への寄贈
　COVID-19 で令和３年度の学会活動が一部縮小されたことに伴い、本誌の寄贈を大学・
公立図書館まで対象を増やして承認された。
　全寄贈先は表 1. に示すが、令和 3 年度中に寄贈を完了した。また、送付物の多い各校
で確実に生徒や学生の目に触れさせるため、Ａ２版のポスターとパンフレットの同封、ま
た国土交通省と文部科学省の記者クラブでのプレス発表も併せて行った。



４．まとめ
　2017 年 5 月の初版発刊時、日本財団のサイトでの紹介や大学などでの副教材としての
利用申し込みなど、海洋教育の業界には想定外の反響があった。
　中学・高校生や教員への周知を目的に行ったプレス発表は、掲載されたのが業界紙 2
誌のみという寂しい結果となった。年度末ギリギリの配布が、ニュースソースの多い時期
と重なったことが要因と考える。
　文部科学省の学校コードでの送付は、約 100 校が未送で返ってきてしまった。年度末
の廃校や学校の統合によるものが殆どで、進む少子化を改めて思い知らされた。
　第 2 版への改訂は、発刊後わずか 3 年間ではあるが、ほぼ全ての原稿の修正、海洋プ
ラスチックごみ問題や SDG ‘s など新たな項目の追加におよび、社会と海洋分野の目まぐ
るしい変化に驚かされた。海洋教育推進委員会ではワーキンググループを作り、海洋分野
の最新情報の収集などを続け、今後の「海洋へのいざない（第 3 版）」に向けての準備を
続ける所存である。

図 3．「海洋へのいざない ( 第 2 版 )」表紙



※文部科学省の学校コード；C1: 中学校 C2: 義務教育学校 D1: 高等学校 D2: 中等教育学校

◆おわりに
　本報では、日本船舶海洋工学会の海洋教育推進委員会（MECC）の活動の概要と、前報 1)

以降に力を入れて開催した海洋教育フォーラム、学会設立 120 周年記念事業として発行
した啓発書「海洋へのいざない」の制作について紹介した。さらなる詳細については、日
本船舶海洋工学会誌 KANRIN に掲載された特集号 2)、および MECC ホームページ（http://
www.jasnaoe.or.jp/mecc/index.html）を参照されたい。
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表 1．全寄贈先



　今回日本海難防止協会殿より「“新しい海洋教育について” と言うテーマで寄稿を」と
のお話を頂きましたが、弊協会の活動は “新しいのか？” “テーマから外れていないか”
とも自問自答しつつ、弊協会の活動につき記しております。

◆ “子供達に海と船を語る” 事業 
　筆者が所属する一般社団法人・日本船長協会は、わが国における航洋船舶の船長、また
は船長の経歴を有する者を正会員として組織されている唯一の船長の団体です。
　わが国の外航海運の現場指揮者として、あるいは無官の外交官といわれて世界の海で活
躍してきた先輩船長たちの偉業を踏襲し、さらに研鑽に努め、志を同じくする船長の集団
として誇りを持ってわが国海運の発展の為に尽くしてきました。
　弊会が実施している「子供達に海と船を語る」事業は、今より 22 年前の 2000 年の弊
会創立 50 周年を記念し、名誉会員である柳原良平画伯のアイデアにより企画されたもの
です。
　我々が暮らす日本は四方を海に囲まれており、貿易総量の大半 ( 重量ベース ) を海運に
依存しているにもかかわらず、 船や海に対する一般の知識や関心は薄く、教育の現場でも
海運業についても詳しく取り上げられていないのが現状です。
　最新の学習指導要領の改訂でも、小学生の場合は “海運” を項目として取り上げること
は無く、5 年生時の社会の “工業生産” の項目に “貿易や運輸は、原材料の確保や製品の
販売などにおいて，工業生産を支える重要な役割を果たしていることを理解すること” “交
通網の広がり，外国との関わりなどに着目して，貿易や運輸の様子を捉え，それらの役割
を考え，表現すること。” と言った表現で扱われているにすぎません。
　この様に学校で詳しく教えられることのなかった海（海運業の重要性）や船（船員の仕
事の楽しさ厳しさ専門性）について、理解を深くしてもらうため、当協会会員の現役船長ま
たは船長経験者が学校に赴き、主として小学校高学年と中学生を対象に海事関係意識の普
及推進と海洋環境保護意識の動機付けなどを目的として話をするもので、船長が自らの母
校を訪れ講演を行う場合を『船長、母校へ帰る』講演会とし、母校出身の船長ではなく当
協会所属の船長が講演を行う場合を『船長、海と船を語る』講演会として実施しております。
　これまで（2022 年 8 月 29 日現在）、同講演は次ページの図に示す通り、日本全国の
47 都道府県全てにおいて一度は開催され、小学校 / 中学校 / 高等学校および児童クラブ
などの各種団体を開催対象として、聴講児童・生徒数も 3 万人を超える 31798 人となっ
ている状況で、一部地域では反復開催要望が出るほど好評を得ています。

特　集　

想いを次代に引き継ぐ活動 “子供達に海と船を語る”

一般社団法人　日本船長協会　常務理事　長田 泰英



　同講演では、一貫して、講演者となった各船長が「子供達にもっと “海と船” を知って
欲しい」との想いを持って、この 22 年間それぞれの講演会場にて子供達に語り掛け続け
てきました。この点において「新しい海洋教育」とは言えません。これが冒頭に自問自答
していると記した所以でもあります。
　
◆ “過去の反省から海事関係団体の連携を”
　わが国では、世界で唯一といわれる「海の日」という国民の祝日が設定されているにも
関わらず、国民の海洋に関する理解度が低いことが憂慮されています。さらには、2013
年に弊協会にて同事業の実施状況を振り返るレビューを実施した際には、「各種海運関係
団体が実施する “海事思想普及活動” には連携感に欠け、その効果・実態も疑問の余地が
ある。」との分析を行いました。
　この点を反省し、当協会では、日本船主協会、日本中小型造船工業会、日本海事広報協
会、海洋会、海技教育機構などの各関係団体と連絡を密にし、ベクトルを揃えてより一層

「海洋に関する国民の理解と人材育成」を目的とした活動を行うこととしました。
　その結果、日本中小型造船工業会が実施する「海事産業の物づくり体験講座」や日本海
事広報協会が実施する「海の仕事へのパスポート」や海技教育機構が実施する「シップス
クール」などの開催に併せて同講演を様々な場所で実施することとなりました。

講演した回数・児童生徒数



◆ “新型コロナウイルス感染症の世界的な流行とそれが齎
もたら

したもの”
　ちょっとこれまでの記述と、方向性ががらりと変わったと思われる方もいらっしゃると
推察しながらも記してみたい事柄が有ります。
　ここでクドクドと繰り返す必要もなきことながら、2019 年末から現在に至るまで新型
コロナウイルス感染症の世界的流行 / パンデミックが続いています。
　この新型コロナ感染症の流行によって、本邦においても様々な点において人々の生活が変化
しました。パンデミックが日本に本格的に押し寄せてきた 2020 年春ごろにはこの感染症が人
体に与える影響に関する情報が集積されて居なかったことも有り、ある意味過剰なまでの対応
があらゆる場所 / 機関 / 組織でとられました。それは同講演の聴講者となる子供達が通う学校
でも同様です。当時は学校への登校取り止め/各種イベントの延期や中止などが相次ぎました。
　その影響は弊講演活動にも及び、2020 年度の上半期 (4 月～ 9 月期 ) に実施した講演
回数は僅か一回でした。その後の下半期にて巻き返したものの、前年に比して 7 回減の
17 回と落ち込むこととなりました。
　しかしながら、同時期に学校では生徒の登校を取り止めた代替策として、全国の学校で
オンライン授業の普及が進みました。子供達も先生達もオンライン環境に慣れたと言えま
す。その結果、オンラインシステムを利用し遠隔地を繋いだイベントを、学校が積極的に
行うようになったと推察できます。それを裏付けるデータとして 2019 年度まで一度も実
施されたことのなかったオンライン講演実施回数が 2020 年度では 8 回を数えました。
　当協会でも、その場で子供達に直接語り掛けることが出来る対面での講演活動を主とし
つつ、同様にオンライン講演にも取り組むこととしました。
　同取り組みの顕著な例としては日本海事広報協会主催の「船の新聞づくり講習会」に日
本新聞博物館と共に参加し、同イベントにオンラインで参加した全国各地の子供達に同時
に話をしたことが挙げられます。
　これらの取り組み
の結果として、昨年度
(2021 年度 ) はコロナ
禍の真っただ中で有り
ながら、過去最高の
33 講演 ( 内オンライン
講演 19 回 ) を実施す
る運びとなりました ｡

　この様に人々の日々の暮らしや生活習慣を大きく変えた新型コロナウイルス感染症の世
界的な流行ですが、その様な状況下においても弊会は「もっともっと海 ( 海運 ) や船（船員）
のことを面白そうだな、知りたいな」という想いを次世代の子供達に引き継ぐべく、状況
に対応した様々な活動を今後も継続して行っていくこととします。



◆誰一人取り残さない安全教育を目指して
　公益財団法人ブルーシー・アンド・グリーンランド財団（https://www.bgf.or.jp　略称：
Ｂ＆Ｇ財団）は、モーターボート競走法制定 20 周年記念事業として 1973 年 3 月に設立
され、来年設立 50 周年を迎えます。
　Ｂ＆Ｇ財団は、およそ半世紀にわたり、全国 465 ヵ所のＢ＆Ｇ海洋センター、274 ヵ
所のＢ＆Ｇ海洋クラブと連携し、水泳・ヨット・カヌー・環境学習などの実践活動を軸と
した海洋教育を行っています。
　活動の基礎は安全であり、特にＢ＆Ｇ財団では、海事思想の根源「セルフレスキュー」
に根差した「海辺や水辺での安全教育」（以下、「安全教育」と記す）を重視し、設立当初
からＢ＆Ｇ財団、海洋センター・クラブで安全教育を行ってきました。
　しかし、Ｂ＆Ｇ財団、海洋センター・クラブでの安全教育は、事業に「能動的・積極的
に参加する人」に限られてしまう欠点がありました。
　この対策として、1990 年頃から関西地方の海洋センターが、地元の小学校プールにカ
ヌーを持ち込んで「出前カヌー教室」を開くようになりました。当初は、ＰＴＡ事業など
の課外活動として行われましたが、それでも「受動的にほとんどの児童」が参加する成果
がありました。従来の「学校利用の勧誘・受入れ」、「学校への募集案内」から、「学校で
の事業実施」に一歩踏み込む発展の契機となり、周囲に広まっていきました。
　Ｂ＆Ｇ財団も 2000 年から都内の小学校を対象に「学校プールでカヌー体験」を始める
と、当初のＰＴＡ事業などの課外活動から、徐々に学校授業として実施されるようになり、
この事業モデルが全国に広がっていきました。
　2004 年には小学校の「総合的な学習の時間」への導入を目指し「水に賢い子どもを育
む年間型活動プログラム（略称：水プロ）」を日本財団助成事業として全国に展開すると
共に、文部科学省が「“総合的な学習の時間” の効果的な実践に “外部の教育資源の活用”」
を推奨したことにより、海洋センター・クラブと学校の連携が進み、「学校での安全教育」
が定着しました。
　さらに、2021 年にはコロナ禍での対面事業の実施制限と、海洋センター・クラブのな
い地域に対応した「安全教育」として、スマホやパソコンで利用できる「水辺の安全学習
アプリ」を他団体と連携して開発・公開しました。
　このように、（１）Ｂ＆Ｇ財団、海洋センター・クラブ、（２）学校、（３）アプリの 3
つの場で「安全教育」を展開すると共に、近年マスコミの関心も高まったことから新聞・
テレビなどへの取材対応も行い、「誰一人取り残さない安全教育」を目指しています。

特　集　

海洋教育推進のための海辺や水辺での安全教育

公益財団法人ブルーシー・アンド・グリーンランド財団　事業部事業課　亀谷 智哉



暮らしに不可欠な水に囲まれて生きる私たちには、「安全教育」も不可欠です。
以下に、Ｂ＆Ｇ財団の主な「安全教育」の取組みをご紹介します。

◆Ｂ＆Ｇ財団、海洋センター・クラブでの安全教育
　Ｂ＆Ｇ財団、海洋センター・クラブの活動は、海事思想の根源「セルフレスキュー」に
根差した「安全教育」が恒常的に行われています。さらに「誰一人取り残さない安全教育」
として、障がいや家庭環境などにより体験活動の機会が少ない子どもを対象に「体験格差
解消事業」を実施しています。

（１）体験格差解消事業の実施　（日本財団助成事業）
障がい児や養護施設の子どもたちを対象とした水辺の自然体験活動の実施
全国 13 海洋センター・クラブで 578 人が参加。（2021 年度実績）

（２）休眠預金を活用した体験格差解消事業の実施
「休眠預金等の活用」制度に基づき、Ｂ＆Ｇ財団が資金分配団体に認定され、全国
10 ヵ所の実行団体を選定し、「障害児等の体験格差解消事業」を実施。
全 337 回、9044 人が参加。（2021 年度実績）

（３）寄付金などを活用した事業
①大成建設株式会社協賛「若洲マリンスポーツ体験会」

大成建設株式会社から寄付金をいただき、児童養護施設の子どもたちを対象とした
マリンスポーツ体験会を若洲海浜公園で開催。
都内 2 ヵ所の児童養護施設から 38 人が参加。（2021 年度実績）

②クラウドファンディングプロジェクト「若洲マリンスポーツ体験会」
クラウドファンディングで集まった寄付金で、児童養護施設の子どもたちを対象と
したマリンスポーツ体験を若洲海浜公園で開催。
埼玉県内の児童養護施設から 54 人が参加。（2021 年度実績）

水上車イスを利用した障がい児の海洋体験事業



◆学校での安全教育　（日本財団助成事業）
　私の所属する事業課が担当する事業です。Ｂ＆Ｇ財団による都内小学校での開催と海洋
センター・クラブによる全国の小学校などでの開催を行い、児童への「安全教育」だけで
なく、学校で「安全教育」を担う教員を対象とした「教員研修」も行っています。
　事業課は、Ｂ＆Ｇ海洋センター指導者の養成も担当する部署であり、私も小学校に出向
き指導していますので、現場での反応も含めて事業を紹介します。
　板橋区の小学校では、６年生の担任教諭から「子どもたちが、自分で水辺の事故に対処
できるようにしてほしい」と依頼されました。私は、体育の水泳指導要領に追加された「背
浮き」を水泳授業で継続的に練習するよう進言すると共に、「水辺でのライフジャケット
着用」が基本となることを説明しました。技術の習得には時間が必要ですが、有効な器材
は即座に効果を発揮します。屋外では靴を履くように、水辺ではライフジャケットを着る
ことが常識になればと思います。
　私は、指導現場では「わかりやすく丁寧に大きな声で」説明し、「私に興味をもっても
らうこと」を心がけています。
　学校では、対象学年の児童全てに安全教育を行うことができますが、「受動的」に参加
したとも言えます。児童は、初めて会う日焼けして大柄な外部講師に叱られないように「話
を聞くふり」をしますが、しっかりと「話の中身を伝える」ことが大切です。話を聞いて
もらう体制づくりとして、まずは「私」に注目してもらい、次に「これから学ぶこと」に
興味が湧くように、「どんな理由で何をするのか」丁寧に大きな声で話します。
　最初のプログラムで、この関係を築ければ、後はスムースに進行できます。

（１）都内小学校での「水辺の安全教室」
　着衣泳、ライフジャケット浮き、落水時の対処法などを学ぶ「水辺の安全教室」を都
内小学校で開催。新型コロナ対応としてオンライン教室、小学校教員を対象とした指導
法の研修会も開催。

　①学校プール・教室などでの安全教室
　　都内小学校 46 校、参加者 6107 人（2021 年度実績）
　②オンラインでの安全教室
　　都内小学校 7 校、参加者 960 人（2021 年度実績）
　③教員を対象とした研修会の開催
　　都内小学校 7 校、参加者 50 人（2021 年度実績）

（２）全国の小学校などでの「水辺の安全教室」
　　全国の海洋センター所在自治体の小学校などで、「水辺の安全教室」を開催。
　①児童を対象とした「水辺の安全教室」
　　826 校、参加者 57086 人（2021 年度実績）



　②教員を対象とした「水辺の安全教室 教員研修」
　　53 校、参加者 230 人（2021 年度実績）

（３）全国の海洋センター・海洋クラブでの「水辺の安全教室」
　①海洋センター・クラブで「水辺の安全教室」を開催。
　　全国 461 センター・21 クラブ、参加者 48788 人（2021 年度実績）
　②財団事業などでの実施
　　Ｂ＆Ｇ財団主催事業、自治体との共催事業など

で「水辺の安全教室」を開催
　　23 事業、参加者 7462 人（2021 年度実績）
　③地域住民への安全啓発
　　全国の海洋センター所在自治体で、広報誌や

ケーブルテレビによる安全啓発。
　　全国 43 自治体で実施（2021 年度実績）

◆水辺の安全教室　参加者総数　（2021年度実績）

教室内でのライフジャケット着用体験

学校プールでのカヌー体験 学校プールでのライフジャケット浮き



◆水辺の安全学習アプリ
　Ｂ＆Ｇ財団は、実体験、実践活動を重視していますが、デジタル技術も便利なツールと
して注目しています。デジタル技術の進歩は、時間や場所の制限なく安価に大量の情報を
提供することを可能にしました。さらに、ＧＩＧＡスクール構想により、全国の小中学校
で一人１台のデジタル端末の配備が完了し、本格的なＩＣＴ教育が始まっています。
　これを受け、水難防止の体験学習・啓発機会を提供する 6 団体（日本赤十字社、公
益財団法人 河川財団、一般社団法人水難学会、公益社団法人 日本水難救済会、NPO 法
人 川に学ぶ体験活動協議会、B&G 財団）が連携し、「水辺の安全学習アプリ」https://
mizube-anzen.jp/ を開発。2021 年 6 月 1 日から無償公開を開始しました。
　このアプリは、小学５・６年生の学習
指導要領・水泳運動「安全確保につなが
る運動」にも対応しており、全国 508
校の学校授業などで活用されました。

　私が、練馬区の小学校で前述の「水辺
の安全教室」を指導した際、雨天により
プールでの実技を教室での体験と座学
に切り替えました。教室で、絵を見せな
がら講師が安全知識を説明する「水辺の
安全紙芝居」と、教室でライフジャケッ
トを着用する実体験を行いました。その
後、児童に一人一台ずつ配付されている
タブレットで「水辺の安全学習アプリ」
を開き、アプリの〇×クイズで学んだ内
容を確認すると、児童はゲーム感覚で楽
しく「ふりかえり」ができたようでした。
　近くに海洋センター・クラブのない地
域や、海に出かける直前でも、アプリで
手軽に「安全教育」を受けられようにな
りました。
　ほんの小さな「油断・不運」の連鎖で、
水難事故は起きてしまいます。
　アプリで学んだほんの小さな「安全知
識」が、「油断・不運」の連鎖を断ち切り、
水難事故を防ぐことになればと願ってい
ます。

教室での水辺の安全学習アプリ実施風景

水辺の安全学習アプリ　
トップ画面　https://mizube-anzen.jp/
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